
日時：平成 年 月 日（木）13 11 29

場所：農林水産省第２特別会議室

食料・農業・農村政策審議会

第 回総合食料分科会議事録4

農林水産省



目 次

開 会 …………………………………………………………………………………… 1

総合食料局長挨拶 ……………………………………………………………………… 1

委員の紹介・配付資料の確認等 ……………………………………………………… 3

中央卸売市場整備計画の変更について（ＢＳＥ関連）……………………………… 4

ＢＳＥ関連対策の概要について …………………………………………………… 8

卸売市場総合ワーキンググループの論点整理について …………………………… 16

……… 23「食品の流通部門の構造改善を図るための基本方針」策定に関する検討状況について

不測時の食料安全保障マニュアルの検討状況について……………………………… 32

その他 …………………………………………………………………………………… 45

閉 会 …………………………………………………………………………………… 45



- 1 -

開 会

○田島分科会会長 皆さんお揃いでございますので、これから第４回総合食料分科会を開

催いたしたいというふうに思います。まず、総合食料局長からごあいさつをお願いいたし

ます。よろしくどうぞ。

総合食料局長挨拶

○西藤総合食料局長 総合食料局長の西藤でございます。今、会長のお話にありましたよ

うに、食料・農業・農村政策審議会の食料分科会の第４回目ということでございます。委

員の皆様、お忙しい中、本日ご出席を賜りまして御礼を申し上げます。また先生方、日頃

から何かと私ども農林水産行政の推進にご支援、ご協力を賜っておりますことを、この場

を借りて御礼を申し上げたいと思っております。

ご案内のとおり、この秋に入りまして、農林水産行政において、食品の安全性の問題で

大変なご迷惑をおかけしているという状況にございます。９月 日だったと記憶いたし10

ておりますが、我が国で初めて牛海綿状脳症、いわゆるＢＳＥの患畜が発見されまして、

それ以降、いわば消費者の目から見れば食の安全性に対して非常に不安感があるという状

況ですし、供給サイド、１次産業の生産者、加工、流通、それぞれに携わる方々にとって

も、非常に大きな影響を及ぼしている状況がございます。

この間、私ども農林水産省だけではなくて、厚生労働省あるいは都道府県とも連携しな

がら対策に努めてきまして、現状において、安全性チェックの済まない牛肉が市場に出る

ということはないという仕組みを構築してきております。そういう点で、先週２頭目の患

畜が発見されましたけれども、まさにそういうチェックシステムの中で発見されたという

状況で、消費者の方の信頼も徐々に出てきているのかなと思います。

しかし、私ども、今回の状況を見て、食の安全性の重要性と、かつ消費者の理解、協力、

選択なしに食料の安定供給はないということを痛感させられた状況でございます。

そのほか、最近の食料消費、流通をめぐる状況としましては、経済の全体的な停滞、低

迷の中、さらにデフレ傾向の中で、食品の流通分野でも大手量販店の経営破綻の状況、あ

るいは海外資本の本格的な進出など小売の分野での競争が厳しくなっております。あるい

は中国のＷＴＯ加盟、台湾のＷＴＯ加盟ということが一つの象徴的な出来事かと思います
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けれども、食料品の分野においても、海外での生産ということが従来考えられなかった早

いテンポでいろいろ動いているのかなと思っています。

しかし、私ども、そういう中でも、消費者の理解と協力、選択があって初めて食料の安

定供給があるということを思っておりまして、私どもは、消費者への情報提供の重要性を

非常に痛感いたしております。そういう点で、表示問題もありますが、生産、流通、加工

の情報を消費者が情報を得ようとすれば得られるような仕組みを構築していくことの必要

性を感じておりまして、これは安全性対策という観点のみならず、消費者への情報提供と

いうことの必要性ということで、今年度から私ども、色々な試行錯誤、取組をしている状

況にございます。

食料消費をめぐる状況のところで、先ほど海外での食料生産ということを申し上げまし

たが、一方で、国内での１次産業と２次産業あるいは３次産業の連携の必要性ということ

でも取組を強化させていただいているところでございます。

また、先ほどもちょっと触れましたが、本年の４月から、ネギ等３品目について、ＷＴ

Ｏ協定、セーフガード協定に基づく一般セーフガードの暫定措置を発動いたしております。

月８日に 日の暫定期限が切れております。現在、中国との間で協議を継続いたし11 200

ておりまして、何とかお互いの合意の中で解決できないかということで模索をしている状

況の中、実は、明日北京で実務レベルで協議がございます。摩擦問題、ルールはルールで

すけれども、今後の食料の安定供給という視点も踏まえてみれば、話し合いの中で解決で

きる方策があれば、選択肢として非常に重要なのではないかと思って取り組んでいるとこ

ろでございます。

本日の分科会で御審議いただく事項としましては、１つはＢＳＥに関連いたしまして、

中央卸売市場において、牛の内臓の貯蔵保管施設と特定危険部位の焼却施設等を緊急に整

備するということについてです。本年３月に、第７次卸売市場整備計画を策定させていた

だきましたが、こういう事態を想定していなかったものですから、整備計画自体の一部変

更が必要になりました。変更に当たっては、当分科会のご意見をいただくということにな

っておりますので、これを諮問し、ご審議いただきたいということが１つでございます。

それと、私ども、生鮮食料品の卸売市場の競争力強化ということで、上原先生に座長を

していただきながら、別途、勉強会をやらせていただいております。その状況の報告、そ

れと食品の流通部門の構造改善を図るための基本方針の策定、これは５年計画でございま

すが、その検討をいたしております。その検討状況の報告。さらに、食料・農業・農村基
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本法に基づくのですが、不測時の食料安全保障マニュアルを策定ということで小委員会で

ご審議いただいておりますが、その審議状況をあわせて本日ご報告させていただきたいと

思っております。

委員の皆様方、諮問案件、その他、状況報告の案件でございますが、忌憚のないご助言、

ご意見を賜りたいというふうにお願いいたしたいと思います。どうかよろしくお願いいた

します。

○田島分科会会長 ありがとうございました。

委員の紹介・配布資料の確認等

では、最初に事務局の方から委員の出席状況その他につきましてご報告をお願いします。

また、本日の資料についても、あわせてチェックをお願いいたしたいと思います。

○岡島食料政策課長 本日は坂本委員、八木委員、杉谷臨時委員、橋本臨時委員、福島臨

時委員のご都合がつかず、ご欠席です。２名の委員と 名の臨時委員のご出席をいただ10

いていますので、食料・農業・農村政策審議会令第９条の規定により、本分科会は成立し

ております。なお、前回の分科会から、３名の臨時委員にご参加いただくことになりまし

たが、今回、池田委員のご出席がかないましたのでご紹介申し上げます。池田委員でいら

っしゃいます。

○池田臨時委員 池田でございます。よろしくお願いいたします。

○岡島食料政策課長 続きまして、資料の確認をさせていただきます。お手元に配付資料

一覧がございますが、ここにございますように、資料１の「議事次第」から資料６－３の

「過去の不測の事態における対応及び参考資料」までの資料と、参考資料といたしまして、

「牛海綿状脳症（ＢＳＥ）関係資料」をご用意させていただいております。ご確認いただ

きまして、欠落などございましたら事務局までお申し出ください。どうぞよろしくお願い

いたします。

○田島分科会会長 ありがとうございました。

では、先ほど局長のお話にもございましたけれども、本日の議事進行につきましてご説

明申し上げます。まず、本日は中央卸売市場整備計画の変更について諮問がございますの

で、ご審議をいただきます。続きまして 「卸売市場総合検討ワーキンググループ」の論点、

整理について。それから 「食品の流通部門の構造改善を図るための基本方針」策定に関す、
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る検討状況について。

以上、２つの事務局報告がございますので、ご議論をお願いしたいと思います。また、

食料安全保障マニュアル小委員会で調査、審議されております、不測時の食料安全保障マ

ニュアルの検討状況について、これも事務局から報告がございますので、ご議論をお願い

したいと考えております。

会議は 時 分までとしてございますけれども、おおむね 時 分ぐらいで終了16 30 16 15

したいと考えておりますので、ひとつよろしくお願い申し上げます。

中央卸売市場整備計画の変更について（ＢＳＥ関連）

早速、議事に入らせていただきますが、まず、３に掲げてございます「中央卸売市場整

備計画の変更について（ＢＳＥ関連 」に移ります。中央卸売市場整備計画につきましては、）

ＢＳＥ対応策の一環として、中央卸売市場において、内臓の貯蔵・保管施設及び特定危険

部位の焼却施設。これらを緊急に整備する必要が生じましたために、本年３月に策定いた

しました第７次卸売市場整備計画を一部変更することが必要になっております。このこと

につきまして、農林水産大臣から諮問されておりますので、この諮問につきましてご審議

をお願いしたいというふうに思います。

それでは、中央卸売市場整備計画の変更についての諮問文を卸売市場室長に朗読してい

ただきます。

○井上卸売市場室長 それでは、諮問文を朗読させていただきます。資料は３－１でござ

います。

総合第 号、平成 年 月 日、食料・農業・農村政策審議会会長、今村奈13 3386 13 11 29

良臣殿。農林水産大臣、武部勤。中央卸売市場整備計画の変更について（諮問 。卸売市場）

法（昭和 年法律第 号）第５条第１項の規定に基づき、中央卸売市場整備計画を別46 35

紙新旧対照表（案）のとおり変更したいので、同条第５項において準用する同条第３項の

規定に基づき、貴審議会の意見を求める。

別添としまして案が添付されておりますけれども、この内容につきましては、後ほど別

の資料で説明させていただきます。

○田島分科会会長 ありがとうございました。

それでは、ただいま諮問文を読んでいただきましたけれども、今般、諮問のありました
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中央卸売市場整備計画（案）につきまして、卸売市場室長から引き続きご説明をお願いい

たします。

○井上卸売市場室長 資料の３－２をご用意願います。座って説明をさせていただきます。

タイトルが「第７次中央卸売市場整備計画の変更について」でございます。まず、第１

の趣旨のところをお願いいたします。若干補足しながらご説明させていただきますと、ま

ず、中央卸売市場と申しますのは、野菜でございますとか果物、魚、食肉など、生鮮食料

品などの卸売を行う規模の大きな市場でございまして、地方公共団体が所有しております。

その設置に関しましては、農林水産大臣が認可を行うという手続となっております。

このような中央卸売市場につきましては、５年ごとに大臣が向こう 年間を見通しま10

して、整備計画を策定することとなっております。現在の整備計画でございますけれども、

昭和 年の卸売市場法の制定以降、７番目の計画に当たりますことから、第７次中央卸46

売市場整備計画というふうに呼んでおります。

現在の計画は、平成 年度を初年度といたしまして、平成 年度を目標年度、最終13 22

年度とします計画でございます。この計画は、今年の３月 日に本審議会にお諮りをし26

て答申をいただいた後、３月 日付で公表されております。今回お諮りいたしますのは30

この計画の変更でございまして、中央卸売市場のうち、と畜場を併設しております食肉市

場についての計画の件でございます。

その理由を申し上げますと、今年の９月以降、１の趣旨の上から２～３行目に書かれて

おりますとおり、牛海綿状脳症（ＢＳＥ）の発生がございまして、さまざまな対策が講じ

られているところでございます。その一つとしまして、と畜場におきまして食肉の処理を

行います全ての牛について、ＢＳＥ検査が実施されることになりました。

この検査につきましては、判定結果が得られるまで一定の時間がかかります。従来は、

と畜をされた後、すぐに内臓は関連の業者の方に引き取られるということになっておりま

したけれども、一定の時間がかかるということで、その間の品質の劣化を防ぐ必要がござ

います。こういうことから、内臓の貯蔵でございますとか保管をする施設の整備を緊急に

行う必要が生じているわけでございます。

もう一つは、ＢＳＥの感染性のある特定危険部位、脳、脊髄、目、回腸の遠位部につき

ましては、除去、焼却をするということになっております。これに対応するために、焼却

施設などの施設整備を緊急に行う必要が生じたということでございます。このような内容

につきましては、今年の３月の時点では予見できなかったことでございまして、全ての中
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央市場の食肉市場におきまして、このような施設整備を行い得るよう計画の変更を行いた

いと考えている次第でございます。

具体的な内容としましては、２の変更内容のところの（１）に書いてございますが、さ

いたま市食肉中央卸売市場など７市場におきまして、改良、造成、取得を必要とする施設

として、新たに貯蔵・保管施設、衛生施設などを追加するという内容でございます。

なお （２）のところにありますとおり、仙台市中央卸売市場食肉市場などにつきまして、

は、３月の時点ではＢＳＥの対応を予定したわけではございませんけれども、施設の老朽

化でございますとか、狭隘化ということのために、貯蔵保管施設、衛生施設などの整備を

盛り込んでおりました。これらの市場につきましては、現在の計画でＢＳＥの対応を読み

込むこととしたいと考えておりますので、計画の文言上の変更は特にございません。以上

が内容でございます。

なお、食料・農業・農村政策審議会議事規則第８条第１項の規定におきまして、分科会

の議決は食料・農業・農村政策審議会の議決とみなすとされておりますので、本日のご審

議の結果が審議会の議決となるという整理とされております。以上でございます。

○田島分科会会長 ありがとうございました。

ただいま、事務局からご説明がございました中央卸売市場整備計画の変更につきまして、

ご意見、ご質問等ございましたら、どうぞよろしくお願いいたします。いかがでございま

しょうか。どうぞ中村委員。

○中村臨時委員 もちろん全く異存はございません。賛成ですけれど、これだけでいいん

ですか、ＢＳＥに対応する市場としては、つまり、地方卸売市場とか、そういうところで

は全然必要ないのか。

○井上卸売市場室長 この計画は中央卸売市場についての計画でございます。そのほかに

も食肉と関係しておりますのは、食肉センターなどがございまして、それは、農林水産省

の中の生産局の方で別途の予算措置などを講じることとしております。中央卸売市場につ

きましては、中央卸売市場の計画に書かない場合は、予算的な補助ができない仕組みにな

っておりますし、それから、地方債の起債などにつきましても、この計画に載っていると

いうことが必要なために措置するものでございます。

○田島分科会会長 そこら辺は、後ほど一括してご説明をいただきたいというふうに考え

ております。

飛田委員、どうぞ。
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○飛田臨時委員 飛田でございます。ただいまのご提案に基本的には賛成でございますけ

れども、ちょっとお尋ねしたいことがございます。それは、ＢＳＥの発生国における卸売

市場等関連施設の整備が多分なされていると思いますけれども、諸外国の施設と比べた場

合、今回の措置といいましょうか、ご計画の内容は、どういうような相違点があるのか、

あるいは似たようなものであるのかということが１点。

それから、まことに残念なことでございましたけれども、ＢＳＥ以外に今後何らかの疾

病といいましょうか伝染病のようなものが発生した場合に、その時の状況、それによる改

良策というのは、個々に異なるものがあるかと思いますけれども、今回のこの対応によっ

て、ある程度応用がきくものでございましょうか。その辺のところを、ちょっと素人でよ

くわかりませんので、多少の予算の関係でできるのであれば、できれば応用範囲の広いも

のにしていただく方がよろしいかと思っておりますのでお尋ねいたします。

○田島分科会会長 どちらからお答えいただけますか。

では最初に、関連して卸売市場室長から何かございましたら。

○井上卸売市場室長 発生国の施設と比べてどうかということでございましたけれども、

申しわけございません、その点につきましては、当方は詳しい情報を今持っておりません。

○田島分科会会長 では、後ほどＢＳＥ全般について、少しただ今のような論点も引っく

るめてお話をいただきますので、そちらへ譲ってよろしゅうございますか。

では島貫委員、何かご発言。

○島貫臨時委員 一言お願いします。今回のＢＳＥ対策経費の持ち方についてでございま

す。井上室長のご説明どおり、突発性、緊急性、感染性から見て、これは基本的には当然

のことというふうに我々も理解しております。ただ、その際に、別枠で処置するだとか、

あるいはＢＳＥに限って新たな補助制度だとかがなかったものか。７次整備計画の中で、

実は中央卸売市場といっても、魚、青果、花き、いろいろな部分があって、それぞれの問

題点がございまして、そういう部分が、後回しにならざるを得ないのかどうか、その辺の

ことを踏まえてお答えをお願いしたいと思います。すみません。

○田島分科会会長 では、よろしくお願いします。

○河田流通課長 流通課長でございます。今、予算の話があったんですけど、今回の焼却

施設と保管施設等に関しては、第一次補正予算で措置しております。そういう意味で言う

と、野菜とか魚とか花の部分には一切影響が出ておりませんのでご了承いただきたいと思

います。
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○田島分科会会長 よろしゅうございますでしょうか。

ほかにご意見がございませんようでしたら、中央卸売市場整備計画の変更について、諮

問（案）につきまして、食料・農業・農村政策審議会、総合食料分科会として賛同すると

いう結論でよろしゅうございますでしょうか。

〔 異議なしの声」あり〕「

○田島分科会会長 ありがとうございました。

では、答申の手続及び文書につきましては、分科会長にお任せいただきたいというふう

に思います。

それでは、総合食料分科会として、諮問（案）に賛成をするということでございますの

で、よろしくお願いいたします。

ＢＳＥ関連対策の概要について

○田島分科会会長 ただいまのＢＳＥ関連といいましょうか、対策の一環として、この中

央卸売市場整備計画の変更についてのご議論をいただき、また、その後、飛田委員等から

幾つか中村委員からも質問が出ておりますので、一括して、事務局からご説明をお願いい

たしたいと思います。

○杉浦国際衛生対策室長 国際衛生対策室長の杉浦と申します。ＢＳＥの状況につきまし

て説明させていただきます。座って説明させていただきます。

お手元の参考資料に従いまして説明いたします。まず、１ページ目の「牛海綿状脳症

（ＢＳＥ）とは 。改めて説明するまでもないかと思いますけれども、原因は通常の微生物」

ではなくて、異常プリオン、蛋白質の一種で起こる。それから、感受性動物は牛、水牛と

いうことでございます。症状につきましては、２年から８年という長い潜伏期間が特徴で

ございまして、潜伏期間の後、行動異常、運動失調等の神経症状を呈して、発病後２週間

から６カ月の経過で死に至ります。

それから、治療法、まん延防止法でございますけれども、治療法はなく、我が国では家

畜伝染病予防法に基づく殺処分による撲滅がとられるということでございます。

感染原因につきましては、ＢＳＥは異常プリオンを含む飼料等を摂取することにより感

染すると言われておりまして、昨年発生いたしました口蹄疫等とは異なりまして、牛同士

の接触とか空気を介して感染する、いわゆる水平感染はないとされております。
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それから、ＢＳＥと新変異型クロイツフェルト・ヤコブ病との関係でございますけれど

も、新変異型クロイツフェルト・ヤコブ病は、若年で発生するといった特徴から、従来の

クロイツフェルト・ヤコブ病とは異なる特徴を有している。さらに、動物摂取試験等によ

りましても、ＢＳＥと新変異型クロイツフェルト・ヤコブ病の関連に関する研究が進めら

れておりまして、これまでの試験結果からは、同一の病原体ではないかと考えられており

ます。

そのほかに、英国でのマウスへの摂取試験等の結果から、脳、脊髄、眼及び回腸遠位部

以外のところからはＢＳＥの感染性は検出されていないということで、牛肉、それから牛

乳、乳製品からの感染性はないということがわかっております。

それから、次のページ以降に、今回のＢＳＥ感染牛の発生に係る対応の経緯を整理させ

ていただいております。

まず、８月６日に千葉県食肉衛生検査所がＢＳＥを疑わず、敗血症と診断ということで、

千葉県の屠畜場におきまして敗血症と診断された牛がございました。この牛につきまして

は、食肉には不適ということで、頭部以外は全部廃棄され、化製場へ回りました。この牛

の頭部が千葉県の家畜保健衛生所がサーベイランスの対象にしていたということでござい

まして、家畜保健衛生所が引き取り、その後、検査が行われたということで、まず、８月

日には、動物衛生研究所で行われましたプリオニクステストで陰性が確認されました15

のですけれども、 日に千葉県の家保で空胞が発見されたということで、再度、動物衛24

生研究所で検査を行ったところ、９月 日に陽性が確認されたということで、同日付で10

農林水産省内に、遠藤副大臣を本部長とする対策本部が設置されました。

その後、いろんな措置がとられたわけですけれども、注目すべき措置といたしましては、

９月 日にＢＳＥ関連緊急対策が公表されております。これは後ほど説明させていただ19

きます。

それから、厚生労働省が カ月齢以上のすべての牛について、ＢＳＥ検査を行うとい30

うことを公表いたしました。この カ月齢以上というのは、今年前半、ＥＵにおいても30

カ月齢以上の牛が対象とする全頭検査が行われたんですけれども、英国での 万頭の30 18

発症牛の観察の結果、 ％が カ月齢以上で発症したという事実から、当初は カ99.95 30 30

月齢以上を対象にするということで厚生労働省の方では発表いたしました。これにあわせ

て、農水省は実施体制が整うまで カ月齢以上の牛を出荷繰延を農家に対して指導いた30

しました。
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次のページにまいりまして、９月 日にサーベイランスの強化について通達を行って20

おります。この通達の内容といいますのは、中枢神経症状を呈した牛については検査をす

るということを徹底するとともに、中枢神経症状を呈して検査の対象になったものについ

ては、陽性・陰性のいかんを問わず、すべて焼却処分するということについても徹底いた

しました。

それから、９月 日に英国獣医研究所からＢＳＥであるという最終的な判定が送付さ21

れてまいりました。それから、９月 日に厚生労働省は、 カ月齢以上の牛について、27 30

と畜場の使用の一時制限を都道府県を通じてと畜場の管理者に要請しております。それか

ら、同じく厚生労働省は、と畜・解体時に牛の特定危険部位、すなわち脳、脊髄、眼及び

回腸遠位部を除去し焼却することを指導しております。

これによりまして、検査だけでなく危険部位も除去するということで、安全な牛以外が

と畜場から食用としても飼料用としても出回らないシステムの確立に向けて準備が行われ

たということでございます。

それから、 月１日に、肉骨粉の飼料・肥料用としての輸入、それから国内での製造10

、・出荷の一時全面停止を公表いたしまして、 月４日から実施されております。これは10

国内におけるＢＳＥ感染経路を完全に遮断するというための体制を確立するためのもので

ございます。

それ以降、次のページにまいりまして、 月９日に厚生労働省が カ月齢未満も含め10 30

て、すべての牛について検査をするということを公表しております。農林水産省もそれを

受けて、 カ月齢未満も含めた牛の出荷繰延を翌日指導しております。これによって、30

カ月齢未満も含め、絶対的に安全な牛以外はと畜場から食用としても飼料用としても30

出回らないシステムが確立されたということでございます。

それから、 月 日に、と畜場での全頭検査が開始されたわけなんですけれども、農10 18

水省としてもＢＳＥ検査対応マニュアルということで、農場レベルにおけるサーベイラン

ス体制の強化を行っております。

それから、次のページにまいりまして、 月 日にＢＳＥの関連対策の大枠を公表し10 24

ております。後ほど説明させていただきます。

それから、 月４日以降、肉骨粉等の輸入、製造、出荷を一時停止したわけなんです10

けれども、 月１日には、一定の万全の措置を講じた上で、鶏、豚由来の血粉、血しょ11

うたんぱく、フェーザーミール等が豚・鶏用飼料、ペットフード及び肥料として利用でき
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るよう、一時停止措置を解除しております。

以上が今まで取られました主なＢＳＥに関する措置の概要でございます。今後とも、感

染牛の原因究明、風評被害対策、経営安定対策の推進等について、全力を傾注していきた

いというふうに考えております。

それから、次のページに、第２件目の発生の概要についてプレスリリースを添付させて

いただいております。 月 日に北海道のと畜場で処理された牛につきまして、帯広畜11 19

産大学におきまして、ウエスタン・ブロット法による確認検査を実施したところ、陽性と

判定されたということで、厚生省で行われた専門家会議におきまして、ＢＳＥであるとの

確定診断が下された旨の連絡が厚生省からございました。

この発生の概要でございますけれども、北海道の宗谷郡猿払村、飼養規模はホルシュタ

イン種の 頭飼養の酪農家ということでございます。発生した牛につきましては、ホル77

シュタイン種の雌の５歳７カ月齢ということでございます。それから、この牛につきまし

ては、自家産ということで、現在、疑似患畜の特定、それから原因究明という観点から給

与飼料等につきましても調査している状況でございます。

それから、その次のページ以降に、これは参考までになんですけれども、ＢＳＥの疑い

のない安全な畜産物の供給についてということで、牛肉、牛乳、乳製品がもともと安全で

ある理由例、それから、今般確立されました安全な牛からのものだけが屠畜場から出回り、

それ以外のものは一切出回らないシステムの具体的な内容です。

それから２ページ目に、今後、万一、ＢＳＥの感染が疑われる牛が発見されたとしても、

市場に出回ることはないということで、具体的な仕組みを説明させていただいております。

それから、この新検査システムで採用するエライザ法という迅速検査ですけれども、陽

性が検出しやすい特性を持っているということで、今まで 万頭以上が検査されている10

わけですけれども、やはり数千頭に１頭程度は必ず陽性が摘発される。その後、確定検査

が行われまして、 日の１頭を除きまして、すべて陰性が確認されているということで21

ございます。

次のページに、今、申し上げました安全な畜産物の供給体制の構築について、チャート

で整理させていただいております。それから、次のページにＢＳＥに関する主なＰＲ活動

実績ということで、今までテレビ・ラジオ、それから新聞・雑誌、チラシ・ポスターの配

布、それからシンポジウム等、今まで実施してきたＰＲ活動について整理させていただい

ております。
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それから、最後にＢＳＥ関連対策の概要ということで、総額 億円に及ぶ関連対策1,554

を公表しております。ＢＳＥの清浄化ということで、サーベイランス体制の強化、それか

ら個体識別システムの構築ということで 億円、ＢＳＥ新検査体制のもとでの食肉処理44

・流通体制の整備ということで 億円、経営対策ということで 億円。それから次102 488

のページにまいりまして、畜産副産物等の適切処理の推進ということで 億円。それ376

以外にＰＲ関係、それから出荷繰延に対する助成ということで 億円用意しております。31

このほかに、肉用子牛生産者補給金、子牛生産拡大奨励事業、肉用牛肥育経営安定対策事

業ということで、所要額を 億円措置済みということでございます。512

資料についての説明は以上でございますけれども、先ほど飛田委員の方からご質問がご

ざいましたＥＵ等発生国における市場の整備と申しますか、食肉関係では屠畜場の整備、

あるいは食肉検査所の整備ということになるかと思いますけれども、今、具体的な情報と

いうのは入手していないわけでございますけれども、ＥＵの場合、１、２年前から特定危

険部位の除去というのを開始しております。それから、今年１月から、全頭ＢＳＥ検査を

行っておりますので、当然のことながら、特定危険部位を除去して焼却するための設備、

それからＢＳＥの カ月齢以上全頭検査に対応できるような検査施設の整備というのは30

当然行われているのではないかというふうに推定されますけれども、具体的な情報は持っ

ておりません。

○田島分科会会長 飛田委員、どうぞ。

○飛田臨時委員 杉浦さんのお話をお伺いいたしまして、これは今後に向けての１つの課

題があるのではないかと思われるんですが、実はＢＳＥが我が国で発生したということも、

年にイギリスで人への感染が疑われたということが判明して、それからいろいろな1986

対応策をとる過程での手落ちがあったということを気にしているんだと思うんです。我が

国は飼料の自給率が低いですから輸入もいたしますし、そういう時に危険なものが入って

きた、水際で防ぎ得なかった、そしてまた、牛に食べさせないようにということを処置で

きなかったということなど、二重三重の問題が今回のことを引き起こしたんだろうと思う

んですが、それに加えて、ＥＵ等から「日本も危ないんじゃないか」と言われているにも

かかわらず、真摯な態度で向こうの皆さんが苦しんでいる状況を把握したり、それからど

ういう対応をとられているかということを学ぼうとしてこられたのかということを、率直

に申しますが疑問を抱きます。

今のこの施設に関しましても、それぞれの国において流通の形態も異なるし、学ぶべき
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ものが実際あるかどうかは別としまして、やはり今、ものの流れというのは完全にボーダ

ーレス化しているわけですし、そういう中で、今回の事態も引き起こされているわけです

から、まず先に発生した国々に、いろんな情報を求めていくということは、これから先の

その他の問題に対応するためにも必要なことではないだろうかというように私は思うわけ

なんです。ですから、どうぞ、今回のことというのは、何億分のとか何百億分のというよ

うな確率論で物事を考えてきたということの残念な結果とも言えると思いますので、そう

いうようなことも踏まえて、なぜ起こったのか、どうしてこういうことになったのかとい

う過去への反省と、それから諸外国に教えを請うといいましょうか、情報をキャッチする

姿勢というのを、ぜひ持っていただきたいと思います。

ＢＳＥに限らないと思いますので、これから先にも何億分というような天文学的な数値

で「日本は大丈夫じゃないか」という安全神話の上に安住するのでなくて、ボーダーレス

であるし、しっかりと対応していただけたらと願っております。消費者も協力すべきこと

は協力したいと思っておりますので、そういうことで、どうぞよろしくお願いしたいと思

います。

○田島分科会会長 ありがとうございました。大変重要な問題指摘でありますが、反面、

この審議会の責任権限の範囲というふうなものも多少ございます。ちょっと官僚的な私の

コメントになりましたけれども、ただ、やはり非常に大切なことでございますので、一言、

局長から。

○西藤総合食料局長 私も現場の事情を全部承知しているわけではございませんけれども、

今回の焼却処理の問題や検査体制の整備は、過去の発生国の状況を検証しながらやってい

ます。現場を確認しないで申し上げて恐縮ですけれども、危険なものの処理は焼却しかあ

り得ませんと思いますので、そういう点では遜色のない対応が、ほぼ完全にできるという

状況になろうかと思っております。

それと、今、飛田委員から縷々ご指摘いただいた点は、私どもも非常に重大に受けとめ

ております。ＢＳＥに関するこれまでの行政対応上の問題を検証すること、今後の畜産、

食品衛生行政のあり方について調査・検討するということで、第三者委員会という言い方

をしておりますが、厚生労働大臣と私どもの大臣の私的な諮問機関で、ＢＳＥ問題に関す

る調査・検討委員会を既に立ち上げております。現在、そちらで、今ご指摘を受けたよう

な経緯・検討も踏まえて、十分ご意見をいただいており、それを私どもは真摯に実行して

いくという状況になっています。とりあえずの対応はできたのではないかと思います。今
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回の反省を踏まえて、今後、中・長期的にどうしていくかという議論を現在行っている状

況であるとご理解いただきたいと思います。

○田島分科会会長 ありがとうございました。どうぞ、畑江委員。

○畑江臨時委員 消費者として素朴は疑問をお聞きしてよろしいんでしょうか。ここにこ

んな絵がありますけれど、この絵の中で、すべての牛の検査と書いてありますけど、すべ

ての牛は生きているときには症状があらわれていなければと畜して解体後に検査をするわ

けですよね。そうすると、そのと畜、解体時に例えばＢＳＥ陽性牛の何か危険部位が肉の

方に移動するとかいうことはないんですよね。何と言えばいいんでしょうか、施設で例え

ば解体するときに、危険部位がほかのところに行くとかいうようなことはないんですよね。

○杉浦国際衛生対策室長 と畜場での解体処理の話ですけれども、厚生労働省の所管にな

ると思いますけれども、私どもが聞いておりますのは、現在、解体するときに背割りとい

う方法を用いて個体を２つに割っているわけですけれども、その過程で危険部位が飛び散

るということはほとんどないというふうには聞いておりますけれども、厚生省の方では、

さらにＥＵ等の一部の国で実施されております脊髄を吸引するという方法の導入について

も検討されているというふうに聞いております。

○田島分科会会長 何か客観的な安全というのは、かなり役所の努力等々で確保されてい

るような印象を受けましたけれども、消費者はそういう客観的な安全というだけではなく

て、安心という主観的な要素が必要になってまいりますし、また、それが積み重なってい

くと、それこそ信頼という要素になって、そこから初めて消費が本格的に回復するんでし

ょうね。そういう何かプロセスを、ひとつぜひよろしくお願いいたしたいと思います。

どうぞ、藤原委員何かありましたら。

○藤原臨時委員 ちょっとこの絵を参考にしてですけれども、肉骨粉の輸入の一時停止、

感染経路の遮断ということですね、これはわかりますけれども、この一時的ということは、

これはまた再開する可能性もあるということですか。

○杉浦国際衛生対策室長 月４日以降、すべての国から肉骨粉等動物性加工蛋白質と10

いうものを、すべて輸入停止しております。すべての国というのは、ＢＳＥの発生がない

国、いわゆるリスクの低い国、豪州、ニュージーランドといった国もすべて対象にして、

一旦停止しているわけでございますけれども、今後はそういった幅広い品目につきまして、

それぞれリスク評価を行いまして、それから国についても、ＥＵが第三国に対して行った

というのと同じようなリスク評価を行って、安全な国からの安全な品目につきましては、
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将来的には解除を検討していきたいというふうに考えております。もちろん、国内でのこ

ういった肉骨粉の一部 月１日以降ペットフード用とか肥料用につきましては豚、鶏由10

来のものは解除されているわけなんですけれども、国内でのそういった解除とあわせて、

先ほどのラインで検討していくということになるかと思います。

○藤原臨時委員 関連していますので。ただ、ぜひ十分な配慮をお願いしたいということ

なんですけれども、やはりこういう事故が起きますと、食料全般に影響があるんです。肉

ばかりの影響ではなくて、食料全般に総合的に影響があるものですから、この辺は十分に

配慮していただきたいというお願いをしたいと思います。

○田島分科会会長 横川委員、どうぞ。

○横川臨時委員 ただいまの問題で、私どもの仕事から言いますと、大変影響を受けてい

るわけですけれども、そういう現場から一番素朴な消費者の皆さんの関心というふうなこ

とを感じますのは、新しく発見されてから以降の出荷体制はかなりしっかりやっています。

それから、もう出てこないだろうというふうな、かなり信頼感を持ってきていますけれど

も、それではその前の牛はどうなっているんですか。どうもそこら辺がよくわからない。

例えば、今、冷凍の技術が非常に進んでいますから、幾らでも保管できるわけですから、

それが末端まで本当に心配のない牛だけになっているかどうかという心配を、かなり消費

者の皆さんは持っているわけでして、そういうことがはっきりするまでは、当分、肉はや

めておきましょうというふうなことで、我々の商売に非常に影響が出ているような気がし

ております。

ですから、当然いろんな手を打っておられると思いますけれども、何か差し支えなけれ

ばお話をいただきたいことと、それからＰＲのときに、やはりそういうことを強調してい

ただくと、消費者の皆さんが非常に安心できるようになっていくのではないかというふう

に思うんですけれども。

○田島分科会会長 どなたからお答えをいただきましょうか。

○杉浦国際衛生対策室長 月 日以降、全頭検査が開始されたということで、 月10 18 10

日以前のものにつきましては、今、市場から隔離いたしまして、将来的には焼却とい17

うのも念頭に置いて、その取り扱いについては検討しているということになっております。

○田島分科会会長 ほかにいかがでございましょうか。稲田委員、どうぞ。

○稲田委員 こちらの絵の方ですと、安全な肉骨粉→焼却となっておりますけれども、私

ども農業者の方から言わせていただきますと、非常に肥料として有効なもので使っており
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まして、安全な肉骨粉であれば、現在のところは確かに焼却しかないかもわかりませんけ

れども、蛋白質をきちんと微生物なり酵素なりで分解したものという形での肥料化という

供給ですとか、そういったような開発というのは、今のところ考えていらっしゃらないん

ですか。

つまりやはり蛋白質が原因でしょう。それをきちんと分解してしまって、肥料にすると

いうお考えというか研究をしていこうというようなお考えというのは今のところないんで

しょうか。

○杉浦国際衛生対策室長 肉骨粉に含まれる可能性のあるＢＳＥの病原体のプリオンを分

解するような酵素の研究をしているかどうかというご質問ですけれども、するとすれば動

物衛生研究所とかいったところですることになるかと思うんですけれども、そういう研究

を計画しているというのは確認しておりません。

○田島分科会会長 どうぞ、畑江委員。

○畑江臨時委員 さっきも解体、と畜は厚生省とおっしゃったんですけれど、食べ物の話

を聞いていると、生きている間は農水省で、死んじゃった後は厚生省という話をよく聞く

んですけど、私たちは食べ物を食べているので 「ここは厚生省 「ここは農水省」とおっ、 」

しゃらずに、両方でぜひ協力して安全な食べ物を供給していただきたいと思います。この

審議会と関係あるかどうかよくわかりませんけれど。

○田島分科会会長 ありがとうございました。

卸売市場総合ワーキンググループの論点整理について

○田島分科会会長 まだ、この議論は尽きないかと思いますけれども、議事進行の関係で、

次の議事に入らせていただきたいというふうに思います。次は「卸売市場総合ワーキング

グループの論点整理について」ということでございますが、卸売市場総合ワーキンググル

ープの論点整理につきましては、卸売市場のあり方について、総合的な検討を行うための

具体的な検討項目につきまして、本年９月に論点整理として取りまとめられたわけであり

ます。では、その後の議論の状況等につきまして、事務局からご報告をお願いいたします。

○井上卸売市場室長 それでは、資料４に基づきましてご説明をさせていただきます。

まず、 ページをお開き願いたいと思います。卸売市場総合検討ワーキンググループ10

でございますが、本日もご出席の上原先生に座長としておまとめいただきました。メンバ
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ーはそこに記載されているとおりでございまして、若手の卸売市場関係の皆様方を委員と

して、ご議論をいただいたわけでございます。

この議論をどのような理由によって開催することになったのかということを、まずご説

明したいと思います。それがお隣のページでございまして、この資料は、昨年の８月１日、

本審議会の前身になります食品流通審議会卸売市場部会に提出された資料でございます。

この審議会では、先ほど冒頭でもご説明しましたけれども、新しい中央卸売市場の整備計

画でございますとか、方針を審議していた審議会でございまして、その議題の一つとしま

して、卸売市場の活性化、この資料の一番最初に書いてございますけれども、１のところ

に書いてございますように、卸売市場の活性化をどのように図っていくのかということが

テーマとなったわけでございます。

その結論としまして、卸売市場の競争力の強化を進めるべきであるということになりま

して、そのためにはどのようにするのかということが続いて書かれております。卸売手数

料でございますとか、市場関係者の経営の問題、大変厳しい状況にございますので、その

ような経営の問題。それから、卸売市場は卸売市場法に基づいて運営されております。そ

のようなことから、そのような規制も含めて、総合的に検討を行うべきであるという結論

に至ったわけでございます。

そのような結論を受けまして、４のところに書いております検討の進め方について合意

されております。①としまして書いてございますように、まず市場関係者、それから行政

からのワーキンググループ、先ほどのメンバーをご紹介させていただいたグループでござ

いまして、それを昨年の秋に設置し、総合的な検討のための具体的な検討項目の整理を行

っていただくことになりました。卸売市場の抱えている問題は多岐にわたっておりますの

で、まず、どのような問題を考えていくのかということを整理していただくことになった

わけでございます。

これが、この後説明させていただきますワーキンググループの論点整理としての取りま

とめに結びついております。その後の段階の話もご紹介させていただきますと、若手の関

係者の方々でまとめていただきました論点整理に基づきまして、今度は市場関係の団体の

トップの方にお集まりいただきまして、議論を深めていただくということにしております。

これは、現在進んでいるプロセスでございます。

その後のことにつきましては、②に書いてございますように委員会での検討の結果を踏

まえて、行政の方でどのようなことをやっていったらいいのかということを検討していき
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たいということでございます。

次のページに、現在進行中の委員会が書かれております。正式な名称は、ここに書いて

ございますとおり卸売市場競争力強化総合検討委員会と申しまして、目的はそこに書いて

ございますとおり、卸売市場をめぐる情勢がいろいろ変化しております。これからも、卸

売市場が我が国の食文化、生活文化を支える基幹的流通機構としての役割を果たしていく

ようにするために、競争力の強化が大切である。したがって、ワーキンググループで取り

まとめました検討項目をもとにして、総合的に検討を行っていただくということになって

ございます。

１枚めくっていただきますと、そのメンバーが記載されております。野菜や果物などの

青果の関係の団体のトップの方、それから水産の団体のトップの方、食肉の団体のトップ

の方、それから花き、地方市場、開設者。開設者といいますのは、地方公共団体の方でご

ざいまして、中央市場を運営されている方でございます。それから、学識経験者というこ

とでございまして、この検討委員会につきましても、上原先生に座長をお願いしておりま

す。水産の関係で本日ご出席の藤原委員にこちらの委員にもなっていただいております。

これからの検討スケジュールでございますが、１枚めくっていただきますと、来年の４

月までの予定が出ております。第１回目の会合につきましては、 月に既に開催が済ん10

でおります。それから第２回目の会合を、あす開催する予定としておりまして、その後も

月に１回のペースで来年の春まで開催していく予定でございます。

検討をいただく内容は、これからご説明します論点の整理の中で、具体的に提起された

問題を毎回幾つかずつ割り振って議論を進めていく予定でございまして、来年の４月に現

時点ではとりまとめを予定しております。その後につきましては、一番下に括弧で書いて

おりますが、行政において、いろんな議論を引き取りまして、具体的に検討を進めていき

たいとしております。

それでは、内容につきまして、簡単にご紹介をさせていただきます。 分程度の時間10

ということになっていますので、若干内容をはしおりながら説明させていただきます。

まず、１ページでございます。この部分には卸売制度が設けられた背景でございますと

か、日本での卸売市場をめぐるさまざまな状況の変化について書かれております。最初の

パラグラフで書かれておりますのは、生鮮食料品、野菜ですとか果物、食肉、水産物とい

うような生鮮品につきましては、日々の生活に欠かせないという特性がございます。それ

から、生産が自然条件に依存するという傾向も強うございますし、品質保持が大変重要で
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ございます。それから、商品の規格化でございますとか統一化ということについても難し

い問題を抱えております。それから、生産者の方が、総じて見ますと大変小規模であると

いうことや、生産が全国に広がっているということがございまして、工業製品には見られ

ない特性を持っておりますので、我が国では特に生鮮品の卸売市場制度が設けられている

わけでございます。

この制度の特徴でございますけれども、次のパラグラフに書いてございまして、専門の

取り扱い業者の方々に取引に参加していただいて、円滑な流通を目指していくというとこ

ろに特性がございます。このような手法によりまして、伝統的に生鮮品を重視する我が国

の食文化あるいは生活文化を支える基幹的な流通機構として、これまで大きな役割を果た

してきたわけでございます。

一方、卸売市場を取り巻く環境を見てみますと、いろんな環境の変化がございます。昭

和 年に法律ができておりますけれども、それからの変化をここに列挙しておりまして、46

まず、供給サイドとか需要サイドで、昔に比べて随分状況が変化してきたという点がござ

います。一つは、産地も少しずつ大型化しておりますし、需要サイドでは、いろいろ多様

な食品を消費者が求めることになってきている。それから、そういう中で、価格などの低

下も見られるということから、卸関係業者の方々の経営も悪化しております。

それから、物流の技術あるいは高速道路網というのが大変発達しておりまして、市場同

士で競争が生じているという状況にもなってきております。さらに、市場の流通の割合で

ございますけれども、市場以外のところの流通も見え始めてきているということでござい

ます。産直などということでの表現もございますけれども、市場外での流通も増えてきて

いるという状況がございます。

それからもう一つ、その段落の最後の方に書かれておりますけれども、卸売市場は何と

言いましても国民生活の安定を実現するために設置されるものでございます。流通の関係

のコストの削減ということは当然でございますけれど、そのほかにも生鮮品などの品質で

ございますとか、安全性についての消費者の関心が高くなっておりますので、こういうこ

とにこたえるための市場づくりを進めていく必要があるということでございます。

このようなことから、最後の段落に書いてございますように、ワーキンググループを設

置しまして、さまざまな角度からご議論をいただくこととしたわけでございます。

次のページにまいりまして、このワーキンググループでは、さまざまなテーマを設定し

て７回の会合を昨年の 月から開催させていただきました。そのような検討を経て、と11



- 2 0 -

りまとめていただきましたのが、この論点整理でございまして、これからさまざまな角度

から、委員会で検討を進めていくことにしておりますけれど、そのもととさせていただき

たいというふうに考えております。

この論点整理をまとめるに当たって、言いかえますと検討項目を整理するに当たっての

基本的な考え方が２のところに書かれております。４つのことが書かれておりまして、ま

ず最初の（１）でございますが、競争力の強化ということは、どのようなことと考えるの

かということでございます （１）の上から３行目にございますように、卸売市場の競争力。

の強化といいますのは、卸売市場の中で提供されます流通のいろんなサービスがございま

す。これを量的に見ても質的に見ても、市場を使う方々のニーズに応じて適切に供給する

ことであるということが書かれております。

卸売市場制度の法律だけ見ますと、産地の方が出荷をしたものを転々売買をしていくと

いうことだけが念頭に置かれておりますが、そのようなことを超えて、これからはいろん

な出荷者のニーズ、あるいは小売の方のニーズにも十分こたえるような市場を目指してい

くべきであるという考え方でございます。

それから、２番目に書かれておりますのは、物流技術、情報技術が近年著しく進展して

おります。保存技術、貯蔵技術、ＩＴの技術などございますけれども、そのような技術が

進んでおりますので、そのような成果を卸売市場で積極的に取り入れていくようにするべ

きであろうという点でございます。そのようなことが（２）で書かれております。

（３）は、ただそのような場合、どのようなことでもできるかということになりますと、

卸売市場は現在、法律に基づいて運用されております。安定的で適正な取引を確保するた

めに、卸売市場の開設・運営、だれが卸売市場をつくって、どのような形で運営をするの

か、あるいは売買取引、業者の方が取引をされるわけでございますけれども、それにつき

ましても、いろいろなルールが設けられております。そのようなルールが、結局は流通の

サービスというものを決めてしまうということになっているわけでございます。このよう

な規制につきましては、経済の情勢が変われば、そのたびに見直しをしていく必要がござ

います。

そのような考え方が３番目でございまして、次のページの（４）が、それを全部取りま

とめたところでございます。物流の技術ですとか情報技術が進展しておりますので、その

ような成果を取り込めるように、卸売市場の法制度いろいろございますけれども、当然そ

の関係も念頭に置いて市場でこれからどういうサービスを提供していくのか、今までのと
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おりでいいのか悪いのか、そのサービスをどういう形で提供しているのかということを考

えて、卸売市場の競争力の強化を進めていきたいとされております。

３は検討項目の具体的な提言でございまして、８つの項目についての内容が示されてお

、 、ります。ただ、きょうは時間の関係で見出しだけ簡単にご紹介しますと （１）で生産者

小売への情報提供の支援と書かれております。これは、産地は産地、卸売市場は卸売市場、

外食あるいは小売はそれだけで存在するということではなくて、情報をよく行き交うよう

にしまして、消費者のニーズに合った形でのものが提供できるように努める必要があると

いう趣旨が（１）で書かれております。

（２）はリスクの負担でございまして、卸売市場の法制度では、産地から委託されまし

た品目の価格変動などでは、卸売業者の方々がその価格変動のリスクをしょわないという

前提になっておりますけれども、例えばこれから、市場全体が一体としてサービスを供給

するということになるような場合には、当然これからのリスクの負担ということをどう考

えるのかというのが問題になるという提言でございます。

それから、次のページの（３）は業務の範囲でございます。卸売市場は、イメージとし

ましては丸のまま、魚なら魚１本、野菜なら丸ごとの野菜というような、丸のままのもの

の取り引きを想定する場所になっておりますけれども、これからはやはり消費者の方での

購買形態も変わります。それから、外食ですとか惣菜形態のものへの比重も移ってきます

ので、そのような消費の変化をきちんととらえた卸売市場のあり方を考えるべきであると

いう提言でございます。

それから（４）は、卸売市場の開設でございますが、中央卸売市場につきましては、地

方公共団体が設置して運営するということになっております。それから、取引のそれぞれ

の業者の方々の業務範囲を開設区域ということで決めておりますけれども、いろんな技術

も進んで、物流も広域化しておりますので、これまでどおりの開設区域ということでいい

のか、あるいは、民間の方々の知識、経験あるいは資金を卸売市場の開設などにも使うこ

とを考えて、そのような場合には、現在の公共団体が運営しているというやり方がいいの

かどうかということも考えてみる必要があると書かれております。

それから（５）は、売買取引でございます。業者の方々の売買取引については、いろん

な規制があるわけでございますけれども、そのような姿勢が現状のままでいいのかどうか

ということが、①から④までにわたりまして書かれております。詳細につきましては、説

明を省略させていただきます。
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それから（６）は、施設の高度化、７ページでございます。これから食品についての品

質あるいは安全性など、特に鮮度の問題について、消費者の方々、あるいはそれを利用さ

れる外食の関係の方々の期待にこたえていく必要が当然あるわけでございますので、その

ようなことに、特に配慮した市場づくりを進めていく必要があるということが書かれてお

りますし、それから、情報関係の施設、現在でもまだまだ十分ではございませんので、そ

のような点についても配慮する必要があるということ、あるいは、市場は国民の方々に理

解をしていただかなければいけませんので、そのようなことについての展示施設ですとか

見学施設ということについての工夫も必要であるということが書かれております。

それから（７ 、経営改善でございます。卸売市場の中で、業務を営んでいらっしゃる方）

の経営体の健全性ということが、競争力の強化ということの中では一番大切でございます

ので、業者の方々の経営を健全にするということについて、いろんな取り組みをすべきで

あるということが書かれております。

それから、最後でございますが、料金でございます。一つは卸売の手数料などでござい

まして、生産者の方々が卸売業者の方々に販売を委託して、卸売市場で販売をするという

ことになっておりますけれども、この手数料、卸売市場で提供されるサービスの対価でご

ざいますが、このあり方をどう考えるかということを検討していこうということがここで

書かれております。

それから最後のページ、９ページでございますが、市場の使用料。市場を持っている方

は中央卸売市場の場合は地方公共団体でございまして、業者の方々がそこに入られまして、

賃料をお払いになって業務を営んでいらっしゃいます。それにつきまして、施設を整備し

ていくことと、使用料の問題をどのように考えていくのか。当然、卸売市場というのは、

公的な役割がございますので、そのような役割も踏まえながら、市場の使用の料金を考え

ていく必要があるということがここに書かれております。

以上のように、ここはいろいろ検討項目が提示されております。この検討項目の一つ一

つにつきまして、既に議論を始めておりますけれども、来年の春までに、さまざまなご意

見をいただきながら検討を深めていきたいと考えております。以上でございます。

○田島分科会会長 ありがとうございました。以上の事務局の説明につきまして、何か皆

さんからご質問、ご意見等ございましょうか。どうぞ。

○大澤臨時委員 今、ご説明いただきましたが、流通全体について、農産物、生鮮物の流

通全体について、少し全体的な議論というのはなされたんでしょうか。この制度の前に、
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例えば最近では、地産地消というのですか、そういうものが非常に大きくなってきていま

すよね。ああいうものがどんどん成長していくと、多分、市場の役割と出荷団体の役割が

大分変わってくると思うんです。ですから、そのあたりのご議論がどんな形になっている

のか、ちょっと知りたいんですが。

○田島分科会会長 では、事務局からお答えしてください。

○井上卸売市場室長 その議論につきましては、次の議題で取り扱うこととなっておりま

すので、そちらで議論したいと思いますけれども、委員がおっしゃいましたように、卸売

市場というのはいろんな流通の一部でございます。全体の流通の中で、どのようにこの卸

売市場が位置付けをして、どのように効率的にものを流していくのか、あるいは効率だけ

ではなくて、安全性でございますとか品質が大変重要でございますので、トータルでいろ

いろ考えまして、その中で卸売市場はどうあるべきかという議論を進めたいというふうに

考えております。

○田島分科会会長 ありがとうございました。

「食品の流通部門の構造改善を図るための基本方針」策定に関する検討状況について

○田島分科会会長 次に、議事次第の５でございますが、食品流通構造改善促進法という

法律がございまして、これに基づいて 「食品の流通部門の構造改善を図るための基本方、

針」を、おおむね５年おきにつくるということになっております。現在、関係者との意見

交換を行って、その論点を取りまとめておるわけでございますが、この食品の流通部門の

構造改善を図るための基本方針について、来年度早々の策定を考えているわけでございま

して、本分科会に諮問される予定でございます。これにつきまして、事務局からご報告を

お願いいたします。

○河田流通課長 流通課長の河田でございます。

今、ちょうどご質問のあった件でございまして、資料が多くて、構成だけ見ていただき

ますが、資料５－１が全体を取りまとめたものでございますので、これでご説明をさせて

いただこうと思っております。ただ、本文自体がどんなものかというイメージを持っても

らうために、資料５－２、これが現在動いている基本方針の本文で、ちょっと長いので、

１番で説明させていただきます。資料５－３は、法律の根拠であります。今、委員長の方

からありましたけれども、食品流通構造改革促進法の中で、こういう基本方針をつくると
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いうことになっておりますという、これが根拠であります。

資料５－４ですけれども、平成３年からの基本方針策定の推移です。おおむね５年ごと

ですというのが一番下のところに書いてあって、これがスケジュールということになりま

す。

それで、資料５－５が先ほどのご質問の答えになろうかと思います。 点というわけ100

ではありません。答えるものがこの中に入っているということで、一部ちょっと触れてみ

ようかと思っております。資料５－６は、先ほどご紹介がありました、３回ほど関係者の

皆さんから意見を聞いておりまして、それの要約版であります。そういう構成になってお

ります。

ということで、資料５－１に戻っていただきたいと思います。５年ごとに、この基本方

針というのを定めておりますが、本基本方針は、農林水産大臣が食料・農業・農村政策審

議会の意見を聞いて定めるということになっております。それで、先ほど見てもらった５

－２の要約版のところの内容ということになっておりまして、書いていることは大体、ご

く当たり前のことが書いてありまして、いわゆる輸入がふえましたと、輸入がふえるとい

うことは当然、国際化が進んでいるということです。女性の方の社会進出がふえれば、料

理にかける時間が短くなります。高齢化も進行しておりますし、単身世帯の増加がふえて

います。となれば利便性、いわゆる楽しみたいという要求が強まってきます。先ほどＢＳ

Ｅの話もありましたけれども、健康、安全は非常に重要なキーワードであると我々も認識

しております。

そういうような環境の変化を踏まえて、新しい、消費者に信頼される食品流通システム

を確立しようではないかということであります。もちろん、役所が言ったからできるわけ

ではなくて、民間が一生懸命やってくれているところを我々がフォローするというところ

も当然あるということであります。

情報ネットワーク化の推進というのが書いてありまして、これは当時、まだＩＴという

言葉がないんです。それで、オンラインで伝達する仕組み、今ではＩＴということになっ

てきます。ですから、今回新しくつくる場合には、いわゆる情報化、ＩＴ化、そういうと

ころの話が当然出てきます。それと、実際に情報が行っただけで、ものが動かないという

ことはあり得ませんので、いわゆるロジスティクスは重要であるということは我々として

も認識しております。

次に、品質管理機能の向上です。要は先ほどのＢＳＥでも何でもそうですが、去年の雪
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印でもそうなんですけれども、とにかく安全なものでないと、消費者の方に買ってもらえ

ないというところは非常に重要であるということで、例えばＨＡＣＣＰ等の導入という話

が来ます。

卸売市場室長の方からも話がありましたが、例えば野菜、水産物で言うと、現在でも７

割のものが、いわゆる市場をとっております。そういう意味では、卸売市場の体質強化を

やっていかなければいかんということは、基本的な考えで変わらない形で書いていこうと

いうふうに思っております。

（４）ですが、食料自給率の問題もあるんですが、とにかく加工品の比率が非常にふえ

てきているということを考えれば、生鮮で売るだけではなくて、いわゆる地場、国内のも

ので、国内の商品という加工品をつくっていくということで、中小の食品製造業者との連

携が必要であろうというふうに思っております。

５番目は環境問題への取組とありますが、これは５年前よりも今の方が重要になってき

ていると思っております。生産の部門であれ、消費の部門であれ、それぞれ環境に対する

配慮というものが絶対必要だということで、この辺は過去よりも今回は強調して書いてい

かなければいけない部分だろうというふうに考えております。

それと、これもまた消費者に対する情報の提供という点から言えば、表示の適正化も重

要です。これは、ＪＡＳ法とかいろいろな法律の関係もありますけれども、とにかくどう

いうものでできているんだというところをきちっと書いていくようなものを進めていこう

ということであります。これは、当然、役所だけではなくて、生産者サイド、加工業者サ

イド、また消費者というところのご理解というものがないと、こういうものは進まないで

あろうというふうに思っています。

今、大体、新しい来年つくろうと思っているところのご審議いただこうと思っているよ

うなところの話も一部入れましたが、この３回ほどの関係者の方からの示唆を受けまして、

目指す方向ということで、代表的なところだけご紹介いたしますと、まず、安全・安心志

向が一番重要なのかなと我々としては認識しております。

ＢＳＥの中でも、牛の総背番号制という話がありましたけれども、要はトレーサビリテ

ィーをどこまで入れていくかということです。これはＢＳＥに限らず、例えば食中毒だと

か、そういうところが発生したときに、どこに原因があるんだということを追えるような

ものを考えていかなければいけないだろうと思います。当然、コストの話もあります。つ

まり何兆円もかけてやるような話でもありませんし、どういう形でそういうものが実用化
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できるか、そこは我々としても検討の課題であります。そういう意味では、現在進んでい

るＩＴ化が、それなりに安いコストでそういうものを応用するための下準備ができつつあ

るというふうに認識しておりまして、このトレーサビリティーの話が非常に重要だという

ふうに認識しております。

次に、中間経費の合理化です。これは消費者の方、または国会議員の方々からもよく言

われるんですが、例えば野菜であれば 円で売っているものの生産者の手取りは大体100

円、３分の１であります。それで、運搬だとか配送だとかいう経費が３分の１、残り30

の３分の１は小売店のマージンと、大体そういう構造になっているんですけれど、生産者

の手取りを増やす形になるのか、コスト、全体の小売価格が下がるのか、これは需要と供

給の関係で決まりますので、一概に言えないんですけれども、いわゆる中間の経費の合理

化は大事な話であるというふうに考えております。そういう意味では、先ほどのロジステ

ィックスの話もありますし、ＩＴの話もありますが、要は、流通経費というのは、土地代

と人件費の固まりであります。その辺をどのような形で小さくしていくかというところが

大事なのだろうというふうに思っております。

その時に重要となるであろうと我々が考えているのがＩＴの話であります。こういう新

技術を生鮮食品の流通の分野に組み込むことで、例えばトレーサビリティー、例えば流通

コストの削減というものに結びつけられるのではないかというところを、現在勉強してい

るというところであります。

基本方針の内容はこんなものなんですが、先ほどちょっと大澤委員からお話がありまし

たので、資料の５－５で、全部説明いたしますと時間がなくなるので先ほどの質問からお

答えしますと、例えば ページを見ていただけないでしょうか 「我が国食品流通の特10 。

性」と書いてあって 「流通の多段階性」とあるんです。それで右側の方に「多元的な流通、

システム」とございますね。先ほど卸売市場室長が説明したのは、まさに現在でも大宗を

占めているところの市場経営の流通という流れであります。農家→農協→経済連、これは

書類だけという話ですけれども、→卸業者→仲卸業者→小売店。これが、野菜とか魚の通

常の流れであります。

現実の話として、加工品を中心に、企業と生産者、また大規模店と生産者の直接的な取

引が徐々にふえてきております。考えてみれば、名前を挙げて悪いんですけれども、カル

ビーのポテトチップスを食うときに、市場に行って買って、わざわざ毎日同じ量が要るわ

けです。わざわざ競りをして買うよりも直接やった方がいいのは当たり前の話でありまし
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て、そういう意味では、加工品の世界においては直接的なものが徐々にふえてきておりま

す。もちろん、大規模は外食店等もやられているようですけれども。

それと、いわゆる農協までは一遍集めて、それが量販店、加工店というような流れ、そ

ういう意味では、一応多元的な流通システムというようなことを我々は言っております。

これはどれがいいかという話ではないんだと思うんです。いい点もあれば悪い点もありま

す。多段階だから手間がかかって大変ではないか、短くすれば安くなるかといったら、単

純には安くなりません。

つまり、 トン車でスーパーマーケットに持っていったときに、 トンだけ１日で売10 10

れる店はどこにもありません。つまり、そうなると、 トン車が町じゅう走り回るわけ10

です。そうしたら当然、時間もかかるし運転手のコストもかかってくるわけです。ですか

ら、ケース・バイ・ケースなんだろうと考えます。

単純に我々農水省としても、市場だけ大事にするとか、直接取引だけを大事にするとか

いう話ではなくて、現実の物の売り方、売られ方、特性というものに合わせて、いろんな

形ができつつあるというようなところではないかと思います。この辺がちょっとお答えに

なるかどうか疑問ですが、基本的なデータを整理してありますので、後でごらんになって

いただきたいというふうに思います。非常に雑駁な説明で恐縮ですが、説明を終わらせて

いただきます。

○田島分科会会長 ありがとうございました。ただいまの説明につきまして、何かご意見

は。大澤委員どうぞ。

○大澤臨時委員 ありがとうございました。私の質問の仕方が悪かったようですので、少

し補足いたします。卸売市場強化をいろいろ検討されていると思うんですけれど、例えば

流通構造といった時に、例えば大きく３つぐらいに括れるだろう。１つは、地域内の流通

があるだろう、それから日本全国の流通があるだろう、それから、グローバルな流通があ

るだろうと。その時の位置付けです。もう少し踏み込んで言えば、地産地消というか地域

流通が強くなれば、全国流通やグローバル流通が担う役割はもう少しすっきりするだろう

ということです。少なくとも地域内の流通がもうちょっと強力になると、国内流通の方は

整備するのに大分しやすくなるかなと。

卸売市場法は何度もいろいろ改正が進められてきていると思うんですけれども、なかな

か難しい面もあって、結果として非常に難しいというところに落ち着いてしまう。それは

ひょっとしたら、地場流通みたいなものが強力になれば、そこで議論しなくてもいいよう



- 2 8 -

なところまで、議論の中に入れてしまっているのではないか。流通構造というのは、例え

ば、地域流通をもっと強化する。それで３つの流通形態である、地域流通、全国流通、イ

ンターナショナル流通というのを、ある程度明確にカテゴライズする。その上で、では卸

売流通をどうするかだとかいうふうにしないと非常に難しい。いきなり全部ＩＴ化とかい

っても、全部違いますよね。あと、トレーサビリティーの問題も、地域内でやれば、かな

りうまく解決する可能性もありますよね。

だから、そういうようなご議論をされてはいるのかなと思ったんですけれど、もし差し

支えなければ、ぜひ少し議論していただければなと、そんなことを考えておりました。

○田島分科会会長 どうぞ、市場室長。

○井上卸売市場室長 その点につきましては、先生がおっしゃいましたような視点は重要

であると思っておりまして、論点の整理の中にも、そのことは書かれております。今、卸

売市場といいますと、どの市場も同じような役割を期待されておりまして、値段をつける、

ものを集める部分、配送する、部分的には加工するということが、どの市場でもすべてや

ろうということが予定されて運営されているんですが、論点の整理の中では、これから卸

売市場だけの流通を見ても多元化していく、ネットワーク化していき系列化していく、で

すから中心の市場、それから例えばその周辺の、これは価格形成というよりも、むしろ集

配機能に特化するというように、それぞれ特色ある市場運営をしていくことが望ましいの

ではないか。それによって多くの方々の期待にこたえることができるのではないかという

議論が出ておりまして、そのような点も含めまして、これからしっかり議論をしていきた

いというふうに思っております。

○田島分科会会長 ありがとうございました。ほかに、飛田委員どうぞ。

○飛田臨時委員 先ほどのご説明をお伺いしまして、後述の中のいろいろなところで織り

込んでいただいているとは思うんですけれども、最近、考えさせられるといいましょうか、

流通問題を考える場合の一つの方向性とかかわりがあるのではないかと思えるようなこと

があったものですから、ちょっと申し上げたいと思うんです。

それは、高齢化と流通形態ということなんですが、たまたま東京や埼玉に住んでいる、

それほど年輩でもない方なんですが、１人は腰を痛められ、もう１人は体調も余りよくな

いので、日常的に積極的に外へ出歩けないというひとり暮らしの方たちなんですけれども、

その方たちと、たまたま別の機会でお会いしたときに 「どうしておられますか？」という、

ふうに言いましたらば、野菜は小売店をやめた人が巡回してきてくれるので、週に何回か
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来てくれるので、大変助かっているという話を、全く違う地域に住む２人から伺うことが

できたんです。

それで、考えてみますと、高齢化してまいりますと、例えば足の問題が出てまいります

から、ドア・ツー・ドアということが、いろんな場面で求められまして、例えば公共交通

で言えば、福祉タクシーとか介護タクシーとかというものも、これから先は大変期待され

ていると思いますけれども、食品流通におきましても、ひとり暮らしを支えていく場合に

は、ドア・ツー・ドアの対応というのが大変重要になってくるのではないかと思うんです。

それがまた、小売店の衰退ということが大変大きな問題で、足がそれほど不自由でない

方も、できるだけ身近なところで買い物をしたいということを、皆さん異口同音におっし

ゃっておられますので、この流通部門の構造改善を図る場合に、高齢化の視点というのを

ぜひお取り上げいただきたいと思います。

それから、もう１点は食料自給率です。自給率の問題では、地産地消というようなこと

なども大変大きな要素だと思われますし、既にいろいろと論議されているところですけれ

ども、構造改善と自給率ということを常に先ほどの高齢化と自給率を合わせて、縦糸と横

糸のような感じで、中に織り込んでいっていただけたらと思いましてお願いいたします。

○田島分科会会長 ありがとうございました。ほかにいかがでございましょう。

流通課長、ご発言ございますか。どうぞ。

○河田流通課長 まず高齢化の現在の話でございますが、我々も非常に重要だと思ってお

ります。それで、細々ながらなんですが、実験的な事業もやっているんですが、言ってみ

れば「御用聞き」です。そういうお話なんですが、量販店のシェアがふえて、いわゆる八

百屋さん、魚屋さん、いわゆる専門小売店という役所的な言い方をしますが、シェアが落

ちているんですけれども、アメリカ型で特定の４、５社がマーケットシェアを例えば５割

とるとか、そういう状況になると、言ってみればこれは地域社会の生活の話にもなるんで

すけれども、非常に潤いのない町といいますか、個性のない町になるのではないかと思い

ます。ご存じでしょうが、アメリカのどこへ行っても同じような町がありまして、それで

いいのかという話がありまして、我々としても中小、小売店の活性化、元気を出していた

だきたいというふうに思っております。

そういう意味で、一つのニーズがあるのは、今おっしゃったような世論が背景にあるだ

ろうと思います。先進的に取り組まれている方もおられます。そういうところを何かの形

で支援していくというか、頑張ってくれというような話ができればいいなというふうに思
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っておりますので、ぜひその辺のところは、盛り込んでいきたいというふうに思っており

ます。自給率の話は我々もおっしゃるとおりだということで、忘れないでやりますのでよ

ろしくお願いします。

○井上卸売市場室長 すみません、１つだけ。今、地場流通のお話をされました。本日の

資料の５－６の中にも書いておりますが、５－６の３ページ目でございます。地場流通と

いうことの中には、いろんな市場がございますけれども、大きいところは中央市場、それ

からそれを補完するものとして地方市場などいろいろ設けられております。これまでの議

論の中でも、中央市場について取り巻く状況がいろいろ変わっております。ただ、これか

らやはり地方市場のそういう面での流通というのは大変重要であろうという指摘がなされ

ております。したがいまして、政策的な支援の面、税制、いろんなことがあると思います。

そういうところで充実をさせていくべきという指摘をなされておりますので、このような

視点も踏まえながら検討を十分していきたいというふうに思っております。

○田島分科会会長 ありがとうございました。利便性志向とか低価格志向とか、いろんな

ことが書いてあるんですが、私は人間の心というのは胃袋の向こうについていると思うん

です。だものですから、やはりうまいものを食うというのが、人間を一番幸せにするので

ありまして、年をとったせいかどうか知りませんが 「もうちょっとうまいものを食いたい、

な」というのはどこに入るんだろうと。それとも要らんのかいなと思うんですが。

私はうまいものを食うというのと、日本型食生活というのは、そういったものはやはり

つながってくると思うので、ＢＳＥ問題で日本型食生活、国産品は全部安全という話が崩

れたような格好で、余り自信喪失をしないで、そこいら辺も書き込んでほしいというふう

に希望いたします。

ほかに何か。どうぞ、稲田委員。

○稲田委員 今回の意見交換会のメンバーの方はそうそうたるメンバーなんですけれども、

ぜひ生産者の方の意見というものも、ぜひ取り入れていただきたいなと思います。日本農

業法人協会あたりから先進的な農家、農業法人さんあたりの意見というのも、やはり非常

に有効な意見が出てくると思いますので、ぜひ生産者の方の意見も取り入れていただきた

いと思います。

○河田流通課長 非常にいいご提案でございますので、年明けにでもやる方向で対応した

いと思います。

○田島分科会会長 島貫委員、どうぞ。
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○島貫臨時委員 ただ１人、市場関係者として、ちょっとだけ発言させてもらいます。し

ょっちゅう法律が変わったわけではなく、 年ぶりに平成 年に市場法を変えた。社会28 11

情勢の変化、あるいは経済情勢、社会の変化で変えざるを得ない。ところが農水省サイド

から再び卸売手数料の自由化というふうな形で、これは実際は間違いだったんですけれど

も、我々業界でも「またか」というふうな大きな不安感を持って迎えられた。実際、上原

先生のこの論点整理、きちんとでき上がったな、すばらしいというふうな思いはしており

ます。ただ、これの理解の仕方、この難しさ、これを我々業界は相も変わらず不安を持っ

て見ていることも事実です。

井上室長さん、今 分ぐらいでお話しいただきましたけれど、私は１時間半の講義を10

今まで３回お聞きしております。休みを返上して、業界関係者をいろいろ回って歩いて、

やはりＰＲというか、一生懸命なさっていることも理解しております。問題点の整理であ

って、これから７次整備計画の予算の枠の中で、これをどうやっていくか、一つ一つが大

きな問題で、流通業界の中に身を置く者にとって、これからますます大変だなというふう

な思いがあって、言わんとしているのは、必ずしも我々業界の中でも全面的に賛成ではな

かった案件であったということです。論議は大分尽くされてきたのかなというふうに考え

ております。

○田島分科会会長 ありがとうございました。どうぞ、上原委員。

○上原臨時委員 今の卸売市場の論点整理ですけれども、座長としてちょっと一言申し上

げておきたいと思います。私が見る限り、論点はすべて出た、その段階だと思っていただ

きたいと思います。皆様方の意識の中にあったのは、卸売市場経由率が下がってはいるん

ですけれど、やはり卸売市場は重要なんだと。これは、１つの流通経路だけでは日本の食

品流通はうまくいきませんので、多元的な流通を保証するために、やはり卸売市場の競争

力を強化しなければだめだ。そのための問題点が整理されておりまして、私は研究者とし

て見ても、これだけ問題点、何十年もの長い期間、卸売市場がこれだけ問題点がよく整理

されたというのは非常によくできていると思っておりますけれど、ただ決めるのはこれか

らだというふうにしてお考えいただきたいと思います。

○田島分科会会長 よろしゅうございますか。どうぞ、横川委員。

○横川臨時委員 先ほどの田島先生のお話ではありませんけれども、フードサービスで申

しますと、小規模店が非常に仕事をしにくくなってきております。特に、中級ないし高級

なお店が店じまいをしていってしまうというようなことがありまして、非常に食文化の面
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から見ますと残念なことが多いわけです。

いろんな理由がありますけれども、やはり食材の問題にもあると思います。小さなお店

というのは、身近なところで食材を調達しなければなりませんけれども、調達する相手が

扱わなくなってしまうわけです。どうしても効率を考えますと、なかなかきめの細かい材

料を提供できなくなっていくわけです。それも理由になりますし、さまざまな原因でやめ

ざるを得ないとか元気がなくなっていくとかいうふうなことになりますので、やはり流通

の問題というのは、そういう立場のお店をどのようにカバーしていくかということを、や

はり大事に考えなければいけないんじゃないかというふうに思います。

○田島分科会会長 ありがとうございました。

不測時の食料安全保障マニュアルの検討状況について

○田島分科会会長 では、続きまして、議事次第６でございますが 「不測時の食料安全保、

障マニュアルの検討状況について」に移りたいと思います。前回の総合食料分科会では、

食料安全保障マニュアル小委員会の設置が了承されたところでございますけれども、その

後、小委員会が２度開催されております。そこで、これまでの小委員会の審議状況等につ

きまして、事務局からご報告をお願いいたします。

○岡島食料政策課長 それでは、食料安全保障マニュアルの小委員会の検討状況につきま

して、ご報告いたします。

まず、資料６－１の後ろから２枚目の（参考）をお開きいただきたいと思います。前回

の総合食料分科会におきまして、食料安全保障マニュアル小委員会の設置が決まりまして、

それ以来２回にわたりまして小委員会でご議論していただきました。今後、あと１回程度、

ご議論いただきまして、その後本分科会でもご議論いただきまして、その上で年度内にマ

ニュアルを取りまとめたいと考えております。

このマニュアル小委員会の構成でございますが、もう１枚お開きいただきますと名簿が

ございます。こちらの分科会の委員でもあり、本審議会の委員でもいらっしゃいます稲田

委員、八木委員に入っていただいておりますし、それからこの分科会の下部にあります需

給予測部会のメンバーであります服部委員、三沢委員にもお入りいただきまして、議論を

進めていただいております。議論の状況でございますが、食料安全保障マニュアルの内容

として、どういうことを検討しているかということを、まず最初にお話したいと思います。
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資料６－２をごらんいただきたいと思います。２ページ目でございます。食料の安定供

給につきましては、国内農業生産の増大とあわせまして、適切な備蓄の運用と安定的な輸

入の確保を通じまして食料の安定供給を図っていくことになっております。

一方、日本のように食料供給の６割を海外に依存している国におきましては、不測時に

どうするかということが問題になるわけでございまして、迅速に対応できるようにあらか

じめマニュアルをつくるということになっております。そういう観点からのマニュアルの

策定につきまして、小委員会でご検討していただいているわけでございます。

そもそも不測時とはどういうものか、どういう対応があるかということにつきまして、

７ページ、８ページにまとめてございますが、具体的な過去の事例に即しまして、こうい

う対応をしてきたということを、まずご紹介させていただきたいと思います。

資料６－３の１ページをお開きください。

昭和 年に、豆腐騒動と、アメリカによる大豆の輸出規制ということが起きました。48

このときの状況につきまして、簡単にまとめてございます。

まず、当時の状況でございますけれども、昭和 年から 年にかけまして、そもそ47 48

も国際的な穀物等の需給がひっ迫している状況でございました。そのために、昭和 年48

の１月ごろから、供給不安が高まりまして、まず豆腐業者の方々が、豆腐の原料である大

豆が足りないということでかなり騒ぎになりまして、この当時、豆腐騒動ということが言

われました。

さらに、国際的な需給のひっ迫を背景としまして、アメリカが６月に大豆の輸出禁止措

置をとりまして、そのしばらく後に輸出禁止は撤回し、輸出の許可制としました。そして、

９月７日に、規制措置が解除されるという状況でございました。

当時の大豆の需給構造を見ますと、国内の必要量というのは約 万トンでして、そ400

のうち９割を輸入に依存しているという状況でございました。結果的に見ますと、昭和

47 340 48年の大豆の輸入量が 万トンに対し、豆腐騒動、禁輸などの問題が起きた昭和

年は、 万トンということで、 年より多く、さらに、 年は 万トンに減りまし360 47 49 320

た。つまり、昭和 年、非常に不足すると言われていて、いろんな方々が努力した結果、48

たくさん輸入をしましたために、 年は在庫もかなりあり、原料の手当てができたとい49

うことで、輸入量はむしろ減ったというような状況にございます。

その当時、どういう対策を講じたかというのが５ページにございます。まず、豆腐騒動

が起き、豆腐の原料になる大豆が足りないということを受けまして、 年の２月に対策48
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を講じました。日本の輸入先国であるアメリカ、中国に対し、積み出しの促進を要請する

とか、国内の大豆の集荷、販売数の促進をするということ。それから、実需者の方々に適

正な価格で販売するようにというような要請をしたということでございます。

それから、アメリカが６月に輸出禁止措置をとった後の緊急対策でございますけれども、

買占め等防止法の対象物資として大豆を指定しまして、必要な場合には価格動向や需給状

況を調査し、必要に応じて規制的な措置が講じられるようにしました。もちろんその間、

輸入の促進等に努めたわけです。そしてまた、その後の対応としまして、食品用大豆の備

蓄制度というものをつくりましたし、価格や需給状況を常に把握できるような調査のシス

テムというものもつくったわけでございます。

当時の大豆騒動などにつきまして、どういう特徴があったのか、どういう問題点があっ

たのかというものを整理しましたのが９ページでございます。当時の特徴としまして、ま

ずベーシックな問題としては、国際的な需給状況が非常にひっ迫していたということは言

えるわけでございますが、さらに下に５番目に書いてありますが、その当時ベトナム戦争

を初めとする冷戦構造下にありまして、中東戦争が勃発するとか、あるいは石油ショック

が起きたとか、そういった政治情勢あるいは国際的な資源についての情勢が非常にひっ迫

していた、あるいは不安感が非常に高まっていたという情勢がございます。

その中で、大豆につきましては、大手の業者の方だけではなくて、豆腐とか醤油とかみ

そとか納豆といった大変たくさんの業者の方、それも規模が小さいですので、自分たちで

原料の手当てができるというわけではない業者の方がたくさんおられたということ、そし

て、それまで非常に価格が安定していた、日本の伝統的な食品につきまして、急激に価格

が上がったというようなことで、消費者に対する心理的な影響も大きかったということが

言えるかと思います。

また、結果として見ますと、輸入量は前年より多くなったということを申しましたけれ

ども、実際、商社等がどのくらいの大豆の輸入手当てをしているかとか、在庫量がどのく

らいあるかということを、政府としてはほとんど把握できなかったというようなことがご

ざいまして、そのために、適切な情報提供ができませんでした。それがさらに、みそ、醤

油、豆腐の加工業者や消費者への不安に拍車をかけたといったような問題があるのではな

いかというふうに、今の時点から見ますと分析できるのではないかと思います。

次に、平成５年に米の不作ということがございました。その当時の状況につきまして、

また簡単にご説明したいと思います。次の ページでございます。10
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まず、当時の状況でございますが、平成３年、４年と米の生産量というのは余り多くな

かったという状況にございます。そういう意味で、全体的に余り需給が緩んでない状況に

ありました。そういうときに、平成５年に作況指数 という不作になりました。特に北74

海道とか東北が、生産量が半減というような事態になりまして、そのために、新聞報道な

どでは、農家までお米を買いに走っているというような報道をされたことから、日本全体

に不安感が広がったということがございます。

。どういう対策を講じたかということにつきましては、 ページにまとめてございます13

まず、価格が高騰しましたので、食糧事務所による巡回点検ということをやりまして、流

通状況あるいは米やその加工品や外食価格の調査をしまして、それを情報提供いたしまし

たし、米穀販売業者に対しまして、売惜しみや価格のつり上げをしないようにという指導

をいたしました。

また、消費者に対するＰＲを実施しました。また、 万トンの緊急輸入を実施いたし255

ました。この緊急輸入した外米につきましての試食会とか食べ方の講習会も実施したとこ

ろでございます。結果的には、緊急輸入した米のうち 万トンが持ち越された、要する98

に余ったという状況にございました。

当時の状況を振り返りまして、どういう特徴があったかということを ページにまと16

めております。

まず、在庫水準が低かったということがございます。それから、先ほど申しましたよう

に、北海道、東北での作柄が非常に悪かったということで、地域的な供給の格差もあり、

それがひいては全国的な不安感につながっていったという問題がございます。

それから、実際問題としまして、流通段階での便乗値上げとか売惜しみ的な行為があっ

たのではないか、また、消費者自身もいつもよりもたくさん買うという買いだめ行動があ

ったのではないかというふうに考えております。

また、緊急輸入につきましては、比較的早く決定したといえるかと考えますが、実際輸

入をすることになりますと、それぞれの外国の港で日本に輸出できる態勢があるかどうか、

包装形体によって機械ではなく人力で船に荷揚げしなければならないとか、あるいは安全

性につきまして、輸入していない国について、どういう農薬を使っているかとか、品質に

ついてはどうかといったようなことがすぐにわからないものですから、そういったことも

チェックなどをしていくというようなことで、国内への供給の立ち上がりが遅れたという

ことがございます。また、輸入米になじみのない消費者の方々から、なかなか受け入れら
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れなかったといったような問題がございます。そういったことが、平成５年の米不足の特

徴ではなかったかと思います。

それから、資料には書いてございませんけれども、９月に起きましたアメリカのテロ事

件。実は日本は、アメリカから農産物の輸入全体の約４割を輸入しております。このため、

ああいうテロ事件が起きた場合に、日本への食料の安定供給が可能かというのが、まず問

題になります。そういう意味で、テロ事件が起きてすぐ翌日でございますが、農林水産省

としまして対策本部を立ち上げ、すぐに情報収集をいたしました。農産物の価格動向とか、

あるいは日本への輸出はできているのかどうか、当時、空港の封鎖が起きましたし、一部

の港湾も封鎖されたりしておりましたので、このような状況につきまして、すぐに情報収

集を始めまして、それを点検いたしたところでございます。

以上３つの例を簡単にご説明いたしましたが、このような過去の例、あるいは今でもい

ろいろ起きる可能性があると思いますけれども、そういったことを踏まえつつ、どのよう

にマニュアルを考えていくかということで、資料の６－２の８ページに戻らせていただき

たいと思います。

まず、いろいろな状況が想定されるわけですけれども、それをレベル分けしようという

ことで、３つのレベルに分けてございます。不測時のレベルというところの下の方からご

説明をさせていただきます。レベル２は、戦後すぐの食糧難と言われた状況を想定してお

りまして、１人１日当たりの供給熱量が キロカロリーを下回るといったような場合2,000

を目安としております。

現在の日本の食料の供給ベースが１人１日当たり大体 キロカロリー程度ですが、2,600

実際に摂取しているのは国民栄養調査によりますと、 から キロカロリーとい1,900 2,000

うところでございますので、実際に食べる量として キロカロリーというのが１つの2,000

線ではないかというふうに考えているところでございます。

レベル１でございますけれども、トータルカロリーとしては キロカロリーを下回2,000

る様な状況ではございませんけれども、ある特定の品目の供給が平時の供給を２割以上下

回る場合を目安としたらどうかというふうに考えています。これにつきましては、先ほど

ご説明しました米の大不作、このときは作況指数 、平年より ％供給が落ちるという74 26

ことですから、こういったものが該当するのではないか。あるいは大豆の輸出規制で、結

果的にはお米につきましても大豆につきましても、供給量としては十分にされたわけです

けれども、やはり外国に依存している割合の高い大豆の輸出規制が行われるというような
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事態につきまして、レベル１に該当するというふうに考えています。

それからレベル０といたしまして、具体的な品目について実際に供給が減るというわけ

ではないんですけれども、事態の推移いかんによってはレベル１やレベル２になる可能性

があるという場合をレベル０としまして、先ほどテロ事件のときの対応を説明しましたが、

このように、今後の事態の推移によっては、何か問題になるかもしれないという場合にレ

ベル０としまして、情報の収集その他いろんなことを始めるようにしたらどうかというこ

とで、レベルを３つに分けております。

そして、それぞれのレベルに応じて対策を講じていくわけですけれども、具体的にどう

いう対策について考えていくべきかということで、８ページの下の枠で囲ってありますけ

れども、１つはまず体制の整備ということで、レベル０でしたら、農林水産省における体

制を整備します。レベル１やレベル２になりますと、農林水産省がもちろんコアになると

は考えますけれども、政府一体となって対応していく必要があるので、政府の対策本部を

設置します。

それから、国民への情報提供にしましては、レベル０以前平時の段階から食料の需給動

向につきましては、情報の収集・分析・提供をしていく。レベル０になりましたら、その

強化を図ることが必要です。レベル１、レベル２になりますと、その事態に応じて、さら

に一層強化をしていく。情報収集や分析を行い、わかりやすい形で継続的に消費者あるい

は国民に提供していくということでございます。

次に、供給の確保ということで、現在、米や小麦や大豆、飼料穀物につきましては、備

蓄が行われてきておりますけれども、そういう備蓄の活用をする。それから、輸入先の多

角化、緊急輸入、あるいは代替品の輸入を促進していく。さらにレベル１、レベル２にな

っていきますと、日本国内で増産可能な品目を緊急増産や熱量の確保、カロリーの確保を

優先した生産に生産転換していく。例えば飼料や花をカロリーの高いいも類などに変えて

いただくということを考えていくのではないか。

それから、ものが少なくなるとき、当然ありますのが価格の高騰でございますし、売惜

しみ、買いだめでございますので、こういったことにつきまして、価格・需給動向の調査、

指導、さらに必要になれば法律に基づく各種の指示とか、さらに最終的には物価統制とい

った制度もございますので、そういったものの発動を行っていきます。

それから、緊急増産、生産転換をしていくためには、当然、生産に必要な種子・種苗あ

るいは肥料や農薬といった生産資材の確保が必要になりますので、そういう生産資材の確
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保対策、それから食料だけではなくて石油が大幅に不足する場合、現在機械の状況とか、

生産資材につきましても石油由来のものが多うございますので、こういう場合の対応をど

うするかといったことにつきまして、それぞれのレベルに応じた形でこういうことをする

という具体的な対策と具体的な手順、やり方というものをあらかじめ決めることでいかが

かということに対して小委員会でご意見をいただいているわけでございます。

小委員会においていただいている意見につきましては、資料６－１に簡単にまとめてお

ります。不測時の安全保障といっても、不測時だけどうするかを考えるのではなくて、む

しろ現在、平常時に何をすべきかを考えておくことが大事だというご意見。農地の確保と

か、労働力の確保、あるいは試験研究の推進等につきましても平常時から考えていくべき

ではないかというご意見。情報の収集・提供につきましては、平素からの情報提供という

ものが大事である、正確な情報が重要であるというご意見。あるいは農林水産省で食料品

消費モニターという仕組みがございますし、その経験者がたくさんいらっしゃいますので、

そういう方々のネットワークというものを活用できないかというご意見等がありました。

次のページにまいりますが、供給の確保という点でいきますと、どうも農業生産といっ

たことを中心に、私ども事務局として用意させていただいているという面もあるかと思い

ますけれども、近年加工食品、食品産業のウエイトが高くなっておりますので、そういっ

た面での検討も必要なのではないか、食品産業の役割についての検討が必要なのではない

かといったような意見もございます。

また、その他でございますが、いざというときには、食べ残しなど無駄の削減にも努め

るべき、あるいは安全性についても、もっと留意していくことが大事なのではないかとい

うご意見をいただいているところでございます。以上でございます。

○田島分科会会長 どうもありがとうございました。いろんなご意見が皆様の方におあり

かと思いますが、どうぞご自由にご発言を。どうぞ、秋谷委員。

○秋谷臨時委員 ３点ほどお願いや意見を言わせていただきたいと思います。まず、安全

保障という言葉から入ってございますもので、どうしてもこうなるのかなと思うんですけ

れども、昨今起こっている問題というのは、昨年の食中毒の問題だとか、スターリンクで

すとか、無認可のＧＭＯの問題、あるいは口蹄疫だとか、先ほどのＢＳＥだとかいったた

ぐいのことで、需給が混乱しているケースの方が多いわけで、この検討は量と価格という

ことに偏っているんじゃないのかなというような気がいたしますので、不測時の範囲をご

検討いただけたらと思います。
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２点目は、先ほどもおっしゃっていました平素からの取組ということなんですけれども、

私どもは備蓄大豆を扱っている立場なんですが、平素の取組、演習みたいな、地震対策で

はないですけれども、やはりデータの見方とか取り方とかというのは、ふだん自然に流さ

れてしまっていますので、何か想定演習のようなこともしておいた方がいいんじゃないか

なというふうに思っています。

それから、３点目は体制整備ではっきり農林水産省が主導権を持ってということですが、

不測時の範囲を広げますと、当然、厚生労働省との関係というのが出てきて、我々として

は何か起こったときに、戸惑うのはその辺の境目のところが、どうも情報も含めて後手に

回りやすい、対策はもとより、そういった点が多々感じられますので、不測時の指揮系統

だとか、責任範囲だとかいったものを国全体で一元化できるようなことを、もう少し詰め

てご検討していただけたらありがたいなと思います。以上３点です。

○田島分科会会長 ありがとうございました。ほかにいかがでございましょうか。ただい

まのご指摘に何かありますか。

○岡島食料政策課長 まず、不測時の範囲でございますが、供給量に不足を生じる場合と

いうことに限定して考えております。不測の要因としては、いろいろあると思うんですけ

れども、それが最終的に供給の減少に結びつく場合を、マニュアルの範囲として考えてお

ります。安全性の確保の問題とか、あるいはテロ自体、つまり治安とか刑事的な問題は範

囲内のものとして考えていません。

現在、大規模な災害、自然災害等につきましては、それぞれ既に別途の対策があるとこ

ろでもございますし、安全性そのものの対応等については別途に考える必要があると思い

ます。

そういう意味で、体制整備につきましても、おっしゃられるような形での不測の事態の

範囲を明確にすることによりまして、きちんとしていきたいというふうに考えております。

また、平素からの取組ということで、普段からの想定演習とか、あるいはデータの読み

方とか、大変いいご指摘をいただいたと思いますので、実際にマニュアルを効果的に実行

していくためには、そういったことを考えていきたいと思います。

○田島分科会会長 ありがとうございました。ほかにいかがでございましょうか。飛田委

員、どうぞ。

○飛田臨時委員 こちらの６－１の資料で、これまでの議論の概要というのがございます

が、この中で、価格・流通の安定というのが２枚目に出てきておりますけれども、それと
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ともに、表示の適正化といいましょうか、その辺も目配りが必要ではないかというように

考えております。これは、平素からのというところにも該当いたしますけれども、表示の

適正化と情報量をふやしていくということをお願いしたいと思っております。

それからもう１点は、とにかく量的な問題ということなので、どの程度うまくそれが適

応できるかわからないんですけれども、日常から、お米に限らず、いろいろなものが豊作

のときに、例えばキャベツをつぶしてしまうようなことが行われるわけですけれども、そ

うでなくて、それは加工食品の業界の方にもお願いしたいのですけれども、家庭でも保存

食品をつくるという、伝統的な食文化をそこで保っていくということにもなるのかもしれ

ませんが、そういうことなども、平素からうまく情報提供して欲しいと思います。それと

ともに、考えますのは乾物類です。野菜類でしたら漬物など、大豆でしたらば高野豆腐な

どがすぐに思い浮かぶんですけれども、それは加工食品メーカーさんの問題でもあります

けれども、私たちが家庭の中で保存食品をつくったり、あるいは乾物類を上手に日ごろか

らストックし、活用していくというようなことも一方では支えになるのかなという気がい

たしたものですから、その点もよろしくお願いしたいと思います。

○田島分科会会長 どうぞ、大澤委員。

○大澤臨時委員 前に出た議論と重なるかもしれないなと思いつつ、あえて言わせていた

だきたいと思うんですけれど、一応、今回のマニュアルが食料安全保障というふうにうた

っています。それから、総合食料局というところで検討されているというふうになると、

秋谷委員がおっしゃったように、つまりレベルに区分けされないようないろんな問題が生

じたときに、例えばさっき言ったＢＳＥの問題もそうですし、原発の事故なんかの問題も

そうかもしれませんし、そういう時の対応の問題が生じてしまいます。

それで、その時に、この中に趣旨が違うということかもしれませんけれども、レベル０、

１、２とありますが、全くレベルフリーというのもあるのではないか。要するに、今まで

考えられないことが起こったときに、一応どんな対応があるのか。第１次の初動ぐらいは

こういう体系になっているだとか、そういうのをどうしても期待してしまうんですけど、

ここの中でか、あるいはこれとは全く別という議論はあると思うんですけれど、何かそこ

が抜けていると同じような問題が出たときに非常に困るのではないかなと。例えば、さっ

き言ったＢＳＥの問題もそうですし、原発の事故で食料の供給に何かトラブルを生じるこ

となどがあると思うんですけれども、その辺はどういうふうに考えておけばいいんでしょ

うか。
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○岡島食料政策課長 大変重要なご指摘をいただいたと思います。実は、政府全体でもそ

うだと思いますし、農林水産省の中でもそうなんですが、例えば、大規模な地震が生じた

場合にどうするかというマニュアルは既にございます。また、緊急時につきましては、幾

つかケース分けをしまして、そういう時にどういう体制をとり、初動対応をどうするかと

いうものは徐々にできております。

食料の安定供給という基本法で定める農林水産施策に沿ってのマニュアルがこのマニュ

アルでございまして、例えば、安全性に絡むものとか、原発事故に絡むものとか、それぞ

れ技術的な対応面、それからやるべきことが違ってくると思いますので、やはりそれは分

野ごとにつくるのが適当だと思います。

ただ、こういう形で委員の方々からご意見を伺いましてつくるマニュアルというのは、

これが初めてのケースでございますので、ここでつくったもの、初動体制のあり方などと

いったようなことは、ほかのことを考えていく際には、役立つものだというふうに思って

います。

○田島分科会会長 余り委員長がしゃべってはいけないんですが、二、三。第一は、私が

ちょうど昭和 年にドイツの大学に客員教授として滞在をしておりましたときにオイル48

ショックが起こりました。そのとき、ドイツという国から、日本で洗剤とかメリケン粉と

か、いろんなパニックが起こっているという話を観察しながら、日本とドイツの比較をす

る非常にいいチャンスがございました。

正直言って、ドイツは余り動揺がございませんでした。何が違うのかなというので、３

つかそこらの要因を感じたのでありますが、第一は、先ほど飛田委員のご指摘と関係する

んですが、やはり長い間の戦乱の経験と気候的な理由から、ドイツの家庭というのは、み

んなケラーという、もともとの意味は酒蔵ですが、物置を持っておりました。これはアパ

ートでさえ何号室のケラーというのがちゃんとございまして、そこにかなりの備蓄を持っ

ております。代表的なのはジャガイモとか、自動車の油、ベンゼンだとか、トイレットペ

ーパーとかいろんなものを持っております。そういう備蓄の習慣というのがやはり緊急時

にパニックを起こさない。昔は日本でも、お米の一升買いというのは随分計画性のない家

庭ということでばかにされたそうですけれども、やはりここら辺は、消費者の方の日ごろ

の心構えの問題のような気がいたします。

それから２番目は、小売店の問題があると思うんですが、向こうの友だちの大学教授の

奥さんが言っておりましたけれども、こういうときに売惜しみとか値段のつり上げなんか
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をやった店は、一段落したとき必ずつぶれる。それは、日本人は忘れやすいけれど、ドイ

ツ人は執念深い。だから、絶対にその店はつぶれる。そのことを消費者もお店も知ってい

るから、逆にこういうときにこそ、商品をちゃんと供給して点数を稼ごうと小売は努力す

るんだと。私はこれは、事実だと思うんです。

それから３番目、これが最後ですが、私は情報を提供すれば非常にいいことかというと、

そうばかりとは言えないと思うんです。したがって、情報を提供したときの消費者の反応

ということも計算に入れておくべきだと。当時、日本から送られてくる新聞を見ておりま

すと、例えばどこそこでどういうものが足りなくなりそうだというような情報が新聞に出

てくるわけです。これをやりますと、パニックを増幅すると思います。したがって、私は

やはり正確な情報をどのように提供して、消費者がパニックを起こさない手当て、これは

情報の提供の仕方によって、同じ情報でも消費者がパニックを起こして事態が悪化すると

いうことが考えられますので、そんなことを考えなくてはいけないなという感じがいたし

ます。

それから、不測の事態とある時に、この不測の事態をだれが、どこで、いつ認定して、

どういう形で宣言するのか。これは、たしか石油の場合は、内閣総理大臣がテレビで何か

言うとかということになっていたような気がしましたが。それから石油なんかで、本当に

市中の在庫量というのはどのくらいあるのかということを知るために、ガソリンスタンド

というのは、大体今ＰＯＳを持っておりますけれども、あのＰＯＳデータを日頃のぞいた

ら機密を侵害することになりますけれども、いざというときには、あのＰＯＳの集約され

たデータがのぞけるような仕組みを、特約で役所と元売りなり、あるいは組合等が約束し

ておきますと、実際市場の流通在庫がどのくらいあるというのがわかる。

そういう意味だと、ちょっと小さい食品店ではＰＯＳの普及自体について問題がありま

すけれども、ＰＯＳ装備のある食料品店の売り上げ構成比というのが高まっている今日で

ありますので、何らかそういう市中の在庫量の掌握について、従来とは違う方法も考えら

れなくもないという時代かと思うのであります。またご検討いただければありがたいとい

うふうに感じます。

そのほかに、皆様から何かございますか。池田委員、どうぞ。

○池田臨時委員 少し教えていただきたいんですけれども、今でも減反政策というのがと

られていると思うんですが、それでよろしいんでしょうか。

そうしますと、不測の時の食料の安全の保障ということなんですけれども、農耕地とい
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うのでしょうか、生産を育む耕地なんですけれども、日本では大体どのくらい確保すれば、

不測の時に対応が可能なんでしょうか。

○田島分科会会長 どうぞ。

○岡島食料政策課長 現在、 万ヘクタールほどの農地がありますが、実際利用されて480

いる割合はどのくらいかというと ％です。94

そういう意味で、今ある農地を有効活用する、表作と裏作と両方活用するといったよう

なことで、ある程度といいますか、かなりの分の食料の増産は可能ではないかと考えてお

ります。

それから、さらに厳しい状況になりますと、例えば花をつくっているとか、あるいは飼

料をつくっているところの一定の割合のものを、別の熱量効率の高いいも類などに変えて

いただくといったことによって可能ではないかというふうに考えておりまして、それにつ

いては、資料６－２の ページに試算を出しております。18

この試算は、食料・農業・農村基本計画で平成 年度に自給率 ％を目標としてい22 45

ますが、 年度の段階での農地面積などを前提としまして、ケース１とケース２という22

試算をしております。

ケース１はどういうものかといいますと、今ある水田の全面積で米をつくる。つまり、

現在、 万ヘクタールでお米以外をつくってもらうなどということをしておりますけれ100

ども、そういうところでお米をつくってもらう。それから、野菜とかえさなどにつきまし

ては、一部ほかの芋類などに変えていただくというような場合。

それから、ケース２というのが、水田のうち湿田、つまりお米しかつくれないところは

お米をつくってもらいますけれども、湿田以外の水田のうちの半分にも、熱量効率の高い

いも類をつくっていただくということを前提とした試算をしております。これで見ますと、

大体１人当たり から キロカロリーの供給ができる農業生産が可能という試算1,890 2,030

の結果が出ております。

○池田臨時委員 そうしますと、農業の従事者の確保という点では大丈夫といいますか、

そういう政策はきちんとされているわけですよね。

○岡島食料政策課長 まず、農業の現状が、担い手とか後継者が減っているということの

問題がございますけれども、今お示ししました試算の前提としまして、この 年度の段22

階での農家で、実際に農業に従事されていない方も含めて、いわゆる家族の方も農業の手

伝いをしていただくという前提で計算してみますと、地域的にちょっと分布の問題はあり
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ますけれども、ほぼ必要な労働力は賄えるという試算になっております。

○田島分科会会長 よろしゅうございますか。

○池田臨時委員 ありがとうございました。

○田島分科会会長 ほかにはいかがでございましょう。どうぞ、上原委員。

○上原臨時委員 ２つほどお願いしたい。１つは、先ほど分科会の会長がおっしゃったよ

うに、マニュアルをつくるときに非常に重要なことは、パニックが起きないためのマニュ

アルだと。パニックが起きたときにどうするのか。これは、現在はそこまで行っていませ

んけれども、次の段階として、そういうパニックが起きたときどうするのか、起きないよ

うにする、そちらもかなり重要だと私は思います。それが１つ。

それからもう１つは、うちの学生の例なんですけれども、卒業論文のマニュアルはみん

な同じものを与えても、できは違う。つまり、私は、マニュアルというのは、使う組織が

非常に重要だということがあります。私は、このマニュアルはすばらしいと思います。た

だ、マニュアルをどう使うかという、そこのところが重要だと。これは、組織体制とかい

う問題がありますので、その２つだけ気になりましたので、よろしくお願いします。

○田島分科会会長 お答えしにくいとは思いますけれども。

○岡島食料政策課長 ２つ目は特に大変厳しいご指摘だと思います。いろんなご意見も出

ていますけれども、確かに平常時からデータの収集とか、読み方とかにはいろいろ演習等

行い、そのような形で努力していきたいと思います。

それから、パニックが生じたときのマニュアル。これはご指摘いただきまして、本当に

大切なことだと思うんですが、その前にパニックを起こさないようにどうするかというこ

とも、なかなか厳しいことだと思っておりますが、いろいろ検討を続けていきたいと思い

ます。

○田島分科会会長 ありがとうございました。飛田委員、何かありますか。

○飛田臨時委員 ６－２の資料の ページを拝見しますと、ここの２ページあたりで石19

油の供給が減少した場合の対策ということを書かれておられるんです。これを拝見して思

うことは、こういうことを常に想定しておかなければいけないことはそのとおりだと思い

ますけれども、前回、たしか私、触れさせていただいたと思うんですが、ソーラーですと

か新しいエネルギーを日常的に何とかうまく活用できるような方向づけというのを、今こ

の非常事態でなくても、地球の温暖化の問題から言いましても、対策を講じる必要がある

と思いますので、その辺の視点をお願いしたいということ。
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それから、私、先ほど情報とか表示と申しましたのは、にせの情報のことです。もちろ

ん私も大変こういうふうな状況のときの情報提供の仕方というのは重要だと思いますので、

その大きい意味での情報管理はしっかりしていただきたいと思いますけれども、流通する

商品の中で、表示面でうそがないようにということ。もう１つは、農林水産省と厚生労働

省との問題ではあるんですが、栄養表示のあり方なども、大変重要だと思うんです。栄養

表示も私たちが日常的に使いやすいもので、みんなが頭の中に自然に入ってくるように、

今の状況ですと、書きたいことだけ書かれている場合も多うございますし、いろいろもの

によっても違いますので、そういうことも含めて、ぜひこの際、そういう意味での行政の

溝を埋めていっていただきたいと考えておりますので、よろしくお願いいたします。

その他

○田島分科会会長 ありがとうございました。かなり議論も出ましたので、最後の議題で

ございます７のその他に移りたいと思うんですが、ここで何か事務局からお話がございま

しょうか。７では格別事務局からはございませんか。

○岡島食料政策課長 特段ございません。

○田島分科会会長 では、事務局の方から何か次回以降のスケジュール等々ございました

ら、お願いいたします。

○岡島食料政策課長 次回の分科会につきましては、来年の１月から２月のころに予定さ

せていただきたいと思います。具体的な日程につきましては、委員の皆様方のご都合をお

聞きした上でご連絡させていただきます。

○田島分科会会長 ありがとうございました。

皆様の方から、そのほかに何かございませんか。

ございませんようでしたら、先ほど 時 分を一応の目途と申し上げましたけれど16 15

も、ご協力により、さらに若干繰り上がりましたので、これで総合食料分科会を終了いた

したいというふうに思います。本日はどうもお忙しいところ、長時間ありがとうございま

した。

閉 会


